
I, 暴力ノー為の発生学校数，発生・数等 

区
 
分
 

 
(1）学校総数 (2) 発生学校数 (3）発生件数’' (4) 加害児童生徒数 

(5) (4).のうち，『 

2)51競鍵蕊難 

.小学校 

合計 1 - 5 - 0 
①対教師暴力 一~ - 1 -. 
②生徒間基力 ~一でー『 - 4 4 ~ 
③対人暴力 - -. ・0 

④器物損壊 1・ ー  ~ ~~ ―■ 0 
~ 

中学校 

合計 - 0 0 
①対教師暴カ‘ ~ - 

~ ②生徒間暴力 ‘ 一~ - 
③対人暴力 ・’ ‘ 二‘~ - " ' . ' ‘ 

. 一~ 
④器物損壊 ー・ ~ ~！~ ~ 

高等学校 

‘垂十1、 

‘合計 - - ~ 0 

①対教師暴力 ~ - 
~ ~麗景量I~ ~~ -！~ 

- I~ ~ 0 

~ ~昌匪E董~ ~ーー ・ 0 
、ーー ーノ ノ“~一“ “」 ’""’~● 二‘J“ユノJ ~ し「、ー~ ー“司一 pレノ、 ’ 、ノ・ 

（注2) 「加害児童生徒数」の欄は，各区分どとに実人数を記入する 

（例)1人の加害児童生徒が対教師暴力を1回，生徒間暴力を 2回起とした場合，以下のとおりとなる． 
(3）発生件数 、．. 「合計」：3回（自動算出）， 「①対教師暴力」 ：1回； 「②生徒間暴力」 ： 2回 
(4）加害児童生徒撒‘ 「合計」 ：1人（手入力）， 「①対教師暴力」 ：1人． 「②生徒間暴力」 ：1．人 

（注3) 「生徒間暴力」について，加害・被害の別が判明しない児童生徒がいる場合には，加害児童生徒数に含めること． 

（注4） 在籍児童生徒が起こしたものであることは明らかであるが, 加害児童生徒を特定できがい場合についても計上すること。この場合，発生件数1件, 加害児童生徒数0人となる。 

2. 学年別加害児童生徒銀 

区分 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 '6年生 合計 

小学校 0 , 1 2 0 1 1 5 
中学校 

! 

, 二ノーー ンーーー 一~一一’ 0 
高等学校 

一
 

 一
 ・

 
J
 
 ンー一 ノーー 0 

1) 寧人数を記入ずるどと叫校種の「合 fJ ci)天薮は「1・暴力行為ラ〕発生学校数・発生件数等」の「 (4）加害児童生徒数」のうち, 各学校種の、I合臣打槻の人数と一奴T勺よフに丁く 

（注2）高等学校定時制課程等の4年生以上は'4年生として扱うこと.単位制についてはI 入学年度を1年次として，1年次，2年次，3年次'4年次以上をそれぞれ1年生,2年生・ 3年生・ 4 

年生として扱うこと。 

加害児童生捷に対する学柱の措置別人数 

区分 

退学・転学 
※（注 2)幸皿 

(3） 停学 

※（注3)参照 

(4) 出席停止 

※（注4)参照 

(5）自宅学習 
自宅壇慎 

(6) 訓告

※（注 5)参照 

(7) 51. 

（ュ）懲戒処分
としての退学 

(2）その仙 

一 小学校 
' 

' ‘・ 0 一ニニニニニ一
I 0 0 

ー中学校 

高等学校 

二ーー七ーー ‘一 B J ・ 一 
ー

ーー一ーー 
，‘ 0 

'. . 

一 
・ ’

' 
' . ーーーー一ーー ・ ’0 

2)扇藍鴛蕊議繰麟鱗鱗夢磐)5'i2 6 軍離 W1t5, :;I 1iLCci) lJ需態誘鷺 L ％誌能"LCci1j 
.
中等教育学校尋び学校教青法施行 

農】】 1(3)1(4) 芸瓢ニ,と警纂芸慧鷲繁鷲26.I. 49 搬 11ILtQ) 14j4 ,ることを明示して行ったものをレ、う ‘二’ ■ 

( 5)嚇 ILi 篇叢鴛蕊纂器鴛ごとしての「訓告j であるーとを明ホして行ったものをしう事実上の懲戒として行われる単なる「叱資』等はこれ 
学校2頁 令和a年度児童生徒の問親行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する謂査 



調査If 小学校 中学枝 高等学校及び特別支援学校におけるいじめの状況等 
湖る焦当たって 
( (1）一  

「 「いじめ」とは， 「児童生徒に対して, 当咳児童生従が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う‘，翼的又は望理的な影響幸与声亘行神」イと,でネ
ド1,るものを含む。プ）であって，当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」 （いじめ防止対策推進法（平成 25年出律第71号〕． （以ト I缶」一といつ三J．弟そ条半A 嬰’一雪い 
~た場所は学校の内外を問わない。 「いじめ」の中には，犯罪行為として取り扱われるべきと認められ‘早期に警察に相談することが重要なものや，児童生徒の生命，身体又は財奪に重大な被害か生じ 
~警察に通報することが必要なものが含まれる。これらについては，教育的な配慮や被害者の意向への配慮の上で，早期に警察に相談“通報の上・警察と連携した対応を取ることが必要である。 

I 
個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は，表面的・形式的に行うことなく，法が制定された趣旨を十分踏まえ，行為の対象となった者の立場に立って行うこと。特に，いじめには多様な態様がある
ことに鑑み，いじめに該当するか否かの判断に当たり，定義のうち「心身の苦痛を感じているもの」との部分が限定して解釈されろことのないよ・うにすること（例えば，いじめられていても, 本人がそれを

否定する場合が多々あることを踏まえ」当該児童生徒の表情や様子をきめ細かく観察するなどして確認する必要がある。）。． 

繭麗鱒関係」とは学校の内外を問わず同じ学校学級や部活動の児童生徒や・塾やスポーツクラブ等当肱児童生徒が関わっている仲間や集団（グループ）など’当該児童生徒が有する何らかの人 
「物理的な影響を与える行為」には，身体的な影響を与える行為のほか，金品をたかったり，物を隠したり，嫌なことを無理矢理させたりすることなども含まれる。 

「行為」には， I仲間外れ」や「無視」など, 直接的に関わるものではないが, 心理的な圧迫等で相手に苦痛を与えるものも含まれる． 

器盆陰姦富敏Li夏奨 - りCt),難 I 篇サ纏麟fTtcD-cr PMfl 朔L,疑禁離蘇芽 I幾 )Q)kJ一に関する脱明を十分に参照すること。 

「いじめ」の中には当然, 暴力行為に該当するものもあり, その場合には，暴力行為の状況の「生徒間暴力」の件数にも計上すること. 

いじめる児童生徒といじめられた児童生徒が異なる学校に在籍する場合, 原則として，1, 3, 4, 5, 6, 7, 8 (2）のいじめられた児童生徒の状況について叫一いじめられた児童生徒P李篭土る学焚~ 
が記入し，8 (1）のいじめる児童生徒の状況については，いじめる児童生徒が在籍する学校において記入する.2については, 警察に相談・通報した学校において記入することとして・掌Bと間で連携を取り~ 
つつ記入するにと．その際，いじめる児童生徒，．いじめられた児童生徒双方が相談一通報した場合については，いじめられた児童生徒の在籍する学校が記人することとする。 

（注1 )' 

（注2)  

（注3)  

（注4)  
〔注 5) 

驚
 

て
起
直

じ
 

通
お
な

を
な
う

ト

・
よ
 

ツ
』
っ
る
 

・・・いじめを認知した学校数，いじめの認知件数 

区分 (1）学校総数 (2) 認知した学校数 【d
 

て
 
い
 
な
 
い
 

認
学
 

知
校
 
し

数
  

(4) 認知件数 

小学校 1 1 4 

中学校 0 ：・ ；・ 」 ・ ’ ' 
」

」
  

' 

' " 

J 
高等学校 

' 
0 二 

I 
‘ 

」 ，‘ 

・ 

、 

特別支援学校 0 ‘ 

・‘ , 

一 l 
I ・ ‘ ' ' 

' 
' 
,,

・‘， 
」 ' 

（注1,)' 1'(2) 認知した学校数」 には，令和 3 年度間において，上記の定義に該当するいじめを1 件以上認知した埋 ‘合， Ii」を記入する‘複1 
1疋v/1土霜’ 口：チ伐・Lどにてltでγし」伐ど散フ． I ld 認丸1してし '7よレ vヂ1父蚊」 には， 与干UJlF圧田］IしJロv 、、， 工月CvJ丑ニ臨I、ー戸スョ’ 口 v 

併置絞や通｛員制併設校等においては 全日制 定時制 通信制それぞれ工校として別々に計上するとと皿  

（注2) 「認知件数」には，令和 3年度間において，上記の定義に該当するいじめを受けたことが認知された児童生徒ごとに1件として数える 
受けていでも1件として扱う。なお，いじめる児童生徒が他校の者である場合や特定できていない場合であっても，認知件数に含めるこ
信柳」それ干れの数値を合針・したものを記入するこγ一 

、 

牧の学校の児童生徒に係るいじめについては，いじめを受けた児童生
じめを一切認知しなかった場合， Ii」を記入する‘高等学校の命宇 

この際，同ーの児童生徒が異なる時期に別の児童生徒からいじめを
と‘高辱学校の全矩扉暦校や通信制’併設校等は‘令日制 定時制．通 

2；警察に相談・通報した件数 

区分 
いじめの認知件数のうち， 
警察に相談・通報した件数 

小
 
学
 
校
 

 
0・ 

中学校‘ 一 
‘" J ! ‘ 二 

. 

高等学校 、 ご ‘、 ，」 

特別支援学校 
」・ 

（注1) 「いじめの認知件数のうち．警察に相談．通報した件散I は．犯罪行為として取り 「いじめの認知件数のうち．警察I瑚談．通報した件数」は，芽尋行為として取り扱われるべきと認められる事案や, いじめられている児童生徒の生命, 身体又は財産に重大な被害が生じるような事寒尋， 
学校が瞥察に相談・通報一した件数を記入する．その際，’「認知件数」 1件に対して複数回数通報した場合についても1件と計上する． 
高等学校の全定併置校や通信制併設校等は，全日制，定時制，．通信制それぞれの数値を合計したものを記入するとと． 
なお，学校関与の下，いじめを受けた児童生徒の保護者等が被害届を提出した場合も件数に含める。 

学校3頁 ・ ’ 令和3年度児童年徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する餌査 



4
.
 '0
 
0 

0 

0 

13. I.叱めの現在の状況 （件 

区
 
分
 

く
）
一
 
細
  

(2 
解消に向けて取組中 , 

) 
(3) 
・その他 

※（注 3)参照 二 

(4) 
計 

いじめを認知してから 

3 君f-U-cv,鷲 いじめをI認 Lてから 
経過していないもの 

’ 小学夜 4 0 0 0 . 4 

中学校1 ‘こ ・、．I .＝・・二 」‘， 
','’『，ご」二 二 

・ 

' " ' 0 

高等学校 一，二ー，一 ‘ J 
り、、 

」
一

」
  

' '0 

特別支援学校 0 
、（注 1)’ 「いじめの現庄の状況丁にっいてはI 令和4年3月 1 ョ 1日・現在の状況を学校種ごとに記入すること．な」 合，卒業をもって直ちに 解消しているもの」と計」 することがないよう留意すること。 

俄2)," 1解消しでいるJ 状態とは, 少なくとも汰の 2つの要件が滴たされている必要がある。ただし，これらの要件が滴たされる場合であっても，必要に応じ‘他の事情も勘案して判断するものとする。 

①．いじめに係る行為の解消； 被害者に対する心理的又は物理的か影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む．）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この相当の期間
とは，少なくとも 3 か月を目安とする。ただし，いじめの被害の重大性等からさらに長期の期聞が必要であると判断される場合は, この目安にかかわらず, 学校の設置者又は学校いじめ対策組織の判断
によりI，より長期の期間を設定するものとする． 

②‘被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと； いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において, 被害児童生徒がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。 

被害児童生徒本人及びその保護者に対し，心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等によ1り確認する． 

.（注3) いじめの問題による就学校の指定変更，公立から私立，私立から公立などの転学や退学等， (1), (2）に該当しないものI士 1(3）その他」に記天するこ‘と。 

姓4）各学校種の「 (4) 計」の撤の件数は， 「1．いじめを認知した学校数，いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれ二致するようにすること。 

（注5） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は 全日制 定時制 通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること． 

4．いじめの認知件数の学年別内訳 ・ 

(注2) 

(6) '6年生 (7)1+ ー区一 分 （1) 1年生 (2) 2年生 (3) 3年生 (4) 4年生 (5) 5年生 

1 1 2 0 小学校 

中学校  

小学部 

中学部 

高等学校 

特別支援学校 

0 0 

に注1）高等学校定覇姦の4年生以血『.4柱として扱うこと．単位制につレ、ては，入学年度を1年哀として．1 年次，2年次‘ 3年次，4年次以上をそれ志二にI篇I二β年生，4年生として嘉こ’ 
と。全定併置校や通信制併設校等は‘全日制‘定時 通信制それぞれの数値を合計したものを記入ナること且 

（注2)．各学校種の「 (7) 計」の欄の件数は, 11．いじめを認知した学校数，いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれ一致すること． 
‘ノ 

（特別支援学校においては, 小学部・中学部・高等部の合計が， 11．いじめを認知した学校数，いじめの認知件数」 の特別支援学校の件数とー致すること。） 

学校4頁 令和3年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



0 

0 
I ' 

0 

0 

4 0 0 0 計 

5.し心めの発見のき・っかけ 

(1）小学校 (2）中学校 (3）高等学校． 

（件） 

J(4) 特別支援学校 区分‘ 

学校の教職員等が発見した。 2 

学級担任が発見した。 

学級担任以外の教職員が発見したし 
‘震唖歌醐，スクールカウンセラー等の相談員を除く．’)  

養護教諭が発見した。 

スクールカウンセラー等の相談員が発見・した。 

当骸児童生徒（本人）の保護者からの訴え

児童生徒（本人を除・ぐ。）からの情報

保護者（本人の保護者を除く。）からの情報

地域の住民からの情報‘ ' 

内
 
訳
 

1 
・・ブ
 

舌
 
〈
 

 

 

」
争
一
 
、
 

内
 
訳
 

アンケート調査など学校の取組により発見しだ。 

の教職員以外からの情報により発見した。 

本人からの訴え 

2 

学校以外の関係機関’（相談機関を含む。）からの情報 

その他（匿名による投書など） 

0 

1 

2. 

0 

0 

0 '. ’戸 

0 

（注1） 各学校種の「計」の欄の件数は, Ii．いじめを認知した学校数，いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれー致するようにすること。 

（注 2) 「学校の教職員等が発見した。」か「学秘の教職員以外からの情報により発見した。」のいずれかを選択し，内訳について該当するものをーつ選択ブーること。 

（注‘） 高笠学校の全定併置校些う重信制併設校等は．全日制．定時制，通信制モれ王れり数値を金計＆左玉皿主記入土るこ上皿一 

仁二謙 

学校5頁 令和3年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



L 一一I 
区分 (.1）小学校 

0 10 計 

（件） 
・‘6．・いじめられた児童生徒の相談の状況 

(3）高等学校 (4）特別支援学校 (2）中学校 

0 スクールカウンセラー等の相談員に相談した。 

0 学校以外の相談機関に相談した（電話相談やメール等も含む．）。 

4 保護者や家族等に相談した。 

0 誰にも相談していない。 

学級担任に相談した。 

議轟響 ) 職員に相談した匿護教論スクールカウンセラー等の相 

養護教諭に相談した。 2 

友人に相談した。 

その他の人‘（地域の人など）に相談した。 

0 

0 

（注1） 複数選択を可とする。 

（注2） 学校が当該児童生徒に対するいじめを認知した時点において，当該児童生徒が誰に相談しているのか，該当するものを選択すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は，全日制且定時制I 通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

（件） 
一
  

齢
  

(1）一小学校 (2）中学校 (3）高等学校 (4）特別支援学校 

冷やかしやからかい，―悪口や脅し文句，嫌なことを言われる。 「 3 ・，’' ’ 
' 

' 

二・『 ． ‘ 

． 

, 

， ' 

' ―ーーーーーーーーーーーー 

‘． 

' '''I 
-―一ー―-―ー 

仲間はずれ, 集団による無視をされる。 1 
一
 

'
 
 

.
 
 

l 

: 

軽くぶっかられたり，遊ぶふりをしでたたかれたり，蹴られたりする。 3 
' ' ‘ 

・ ． , 

'' I '' 

" 

二 

「 

ひどくぷっかられたりたたかれたり，蹴られたりする。 0 、 ・ ’ ' 
1 

I' 

金品をたかられる。 0 
" 

与 ‘ 

金品を隠されたり，盗まれたり，壊されたり，捨てられたりする。 1 
,'' 

一 ― ・ 

嫌なことゃ恥ずかしし,こと, 危険なことをされたり, させられたりする。 0 

パソコンや 携帯電話等で，ひぼう・中傷や嫌なことをされる。 0 " 

その他 1 
J 

‘」 
' 

計 9 0 0 0 

（注1・） 複数選択を可とする。 .' 
,（注2) 1件のいじめであっても，複数の態様に該当する場合には，それぞれの項目に計上すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は，全日制1 定時制，通信制それそれの数値を金計上立主皿 
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令和「3年度児童生徒の問題行動“不豊校等生徒指導上の諸課題に関ずる調査 



（科り 

8．し叱めの対応状況 

(1）いじめる児童生徒への特別な対応 

2 ②校長，教頭が指導した。・ 

1 ③別室指導した。 ※（注3)参照 

一
 

一ーー一ー 

A 

0 ⑩訓告 ※（注7)参照 

.‘、 

⑩いじめられた児童生徒やその保護者に対する謝罪の指導 

0 警察等の刑事司法機関等との連携 

0 児童相談所等の福祉機関等との連携 

1 病院等の医療機関等との連携 

0 その他の専門的な関係機関との連携 

0 地域の人材や団体等との連携 

0 0 12 

~ 

（注1）複数選択を可とする。 

（注 2） 個々のいじめにfついて，いじめる児童生徒への対応として実際に行ったもので，該当する項目を選択すること。 

(t'3) 「③別室指導じた。」とは，いじめられた児童生徒を守る観点から当該児童生徒とは別の教室等で一時的に授業等を行った場合に計上する。 
」単に事実確認等のために別室で話を聞き，この際に指導した場合は除くこと。 

☆注4) 「退学．転学」中の「⑤懲戒処分としての退学」とは，校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「退学」であることを明示して行った，のを'I恒。 一 
「⑥その他」とは，勧奨・申出による退学及び転学である。なお，公立学校における「⑤懲戒処分としての退学」の「中学校」の区分については，一中等教育学校及び学校数育
法施行規則第26条第3項の併設型中学校のみが想定されている。 
「特別支援学棟」の区分については，高等部のみが想定されている（「⑦停学」及び「⑨自宅学習・自宅謹慎」についても同じ）。 

（注5) 「⑦停学」とは，，校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「停学」であることを明示して行ったものをいう。 

（注・6) 「⑧出席停止」とは，学校教育法第35条，第49条又は第49条の 8に塞づく措置をいう。 

（注7) 「⑩訓告」とは，校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「訓告」であることを明示して行ったものをいう。事実上の懲戒として行われる単なる「叱 

責」等はこれに含まない。 

（注 8) 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は，全日制，定時制，通信制それぞれの数値を合計したものを記入することh  

学校7頁 令和3年度児童生徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する調査 

「叱 

一一

ーー一 

0 計 

(1）小学校 -'(2）中学校 (3）高等学校 (4）特別支援学校‘ 

①スクールカウンセラー等の相談員がカウンセリングを行った。 

④学級替えをした。 0 

⑤懲戒処分としての退学 巡注玉】室照 

⑥その他 ※（注4)参照 
中， 

0 

＠保護者への報告 4 

4 

⑩関係機関等
との連携 

⑦停学． ． ※（注5)参照 

⑧出席停止 ‘※（注6 ）参照 

⑨自宅学習・‘自宅謹慎 

区 分 

退学・転学 



計 

（件） 一・‘ (2）いじめぢれた児童生徒への特別な対応 

《
 
“
 

0 

0 0 2 

(1）小学校． (2)‘二中学校 (3）高等学校, (4）特別支援学校 

①スクールカウンセラー等の相談員が継続的にカ
ウンセリングを行った。 

②別室の提供や常時教職員が付くなどして, 心身
の安全を確保した。 

⑧緊急避難として欠席させた。 

④学級担任や他の教職員等が家庭肪間を実施し
た。 

⑤学級替えをした。 

⑥当該いじめについて，教育委員会と連携して対
応した。 

と）児童相談所等の関係機関と連携して対応した。 
（サポ→トチームなども含む。） 

0 

0 

1 
'' 

0 
、 

区 ‘分 

一 『 

1 

（注1） 複数選択を可とする。 ‘ 

（注2） 個々のいじめについて，いじめられた児童生徒への対応として実際に行ったもので，該当する項目を選択すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は 全日制 定時制 通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること, 

学校8頁 令和3年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



（校） 

(1）小学校‘ (3）高等学校‘ (4)’特別支援学校 

9．学校におけるいじめの‘問題に対する日常の取組 

区 ． 分 

1 ④スラールカウンセラー，相談員，‘養護教論を積極的に活用して教育相談体制の充実を図った。 

6 0 0 計 

D-1 職員会議等を通じて, いじめの問題について教職員間で共通理解を図った。 

① -2 いじめの問題に関する校内研修会を実施した。 ※（注4)参照 

②道徳や学級活動の時間にいじめにかかわる問題を取り上げ，指導を行った。 

為署議釜護費響ていじめの問題を考えさせたり児童生徒同士の人間関係や 

⑤ 教育相談の実施について，学校以外の相談窓口の周知や広報の徹底を図った。 

⑥ 学校いじめ防止基本方針をホームページに公表するなど，保護者や地域住民に周知し，理解
を得るよう努めた。 

⑦ PTAなど地域の関係団体等とともに，いじめの問題について協議する機会を設けた。 

⑧’いじめの問題に対し, 警察署や児童相談所など地域の関係機関と連携協力した対応を図っ
た。 

⑨ インターネットを通じて行われるいじめの防止及び効果的な対処のための啓発活動を実施し
た。 

⑩ 学校いじめ防止基本方針が胃と校の実情に即しで機能しているか点検し，必要に応じて見直し
を行った。 

⑩父置豊繊策推進法第22条に基づくいじめ防止等の対策のための組織を招集した。 

複数う鋤tを可とする。ただ1レ，i校において，同じ区分の取組を複数回実施している場否二て凡7 i校と数える。 

高等学校の全定併置校や通信制併設校等においては，全日制 定時制 通信制それぞれ工校として別々に計上することn  

いじめを認知した，認知していないにかかわらず，全ての学校において回答すること． 

選択肢「①12 いじめの問題に関する校内研修会を実施した。」における研修会については，いじめの問題に特化して実施した場合も’，生徒指導等の研修の中でいじめの問題に 
も触れて実施した場合も計上することc 

選択肢「⑩ いじめ防止対策推進法第99条に基づく，いじめ防止等の対策のための組織を招集した． 」については，いじめ防止対策推進法第23勇におき匹L宅些らhr浅興ジ 

防I海に蘭する岳置暑美効葡三行‘薬辞藻編旅証マミを海塀i砿hそ器苦ミをi語ま王『画念）のみ融防止ゃ早期発見・事案対処，学校いじめ防止基本方針に基づ 
く各種取組等のために，この条文に基づく組織を招集した場合に計上すること。 

（注1) 

'（注2) 

（注 3 ）一 

（注4)  

（注5)  

0 

1 

0 

学校9頁 令和a年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 
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10．いじめの日常的な実態把握のために，学校が直接児童生徒に対し行った具体的な方法について 

(1.）小学校 (2）中学校 (3)高等学校 (4）特別支援学校 

区・ 分 いじめを認知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

いじめを認知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

いじめを認知し 
,た学校 
(A) 

いじめを豚知し
でいない学校 

(B) 

いじめを認知し
た学校 
'AJ 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

(1）アンケート朋査の実施 、 1 
I :1 

j 4 t  
① 実施頻度

※（注5)参照 

ア 記名式 

無記名式 

記名・無記名の選択式 

ア 学校で記入‘ 

イ 持ち帰って記入 

.(-2）個別面談の実施 

（・3） 「個人ノート」や「生活ノート」といった
ノような教職員と児童生徒との間で日常的に

行われている日記等 

(4）家庭訪問 

(5）その他． 

(6) F 

了「 
い 一 ー 、ー． 

（注2） 複数選択を可とする。ただし,ュ校において,同じ区分の取組を複数回実施している場合, 1校と数える。 

（注3） いじめの実態把握のためだけに行ったものでなくてもよい。 

（注4） 高等学校の今定併置校や通信制併設校等においては 全日制 定時制 通信制それぞれ1校として別々に計上すること。 

、（注5) 1(1）アンケート調査の実施 ①実施頻度」について,学年によってアンケート調査の実施回数が異なる等，学校内の実施頻度が異なる場合は，特定の児童生徒だけに複数回実施す
るなどの学校として日常的な実態把握とはいえない場合を除いて，回数の多い方で数える。 

（注6) .1.(i）アンケート調査の実施 ②調査方法」については,年間に複数回アンケートを実施する場合においては，複数選択を可とする。また,一「記名・無記名の選択式」とは，記名と
するか無記名とするかをアンケート記入者が選択できる方法を指す。 

（注7) 1(i）アンケート調査の実施 ③回答方法」については，年間に複数回アンケートを実施する場合においては，複数回答を可とする。 

学校10頁 令和3年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 

（注1 

② 調査方法

※（注 6 )‘参照 

③、回答方法 

※（注7)参照 

Ii．いじめを認知した学校数,いじめの認知件数」において，いじめを認知したと回答した学校は（A）に, いじめを認知していないと回答した学校は（B）にそれぞれ記入するこ
と一 
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ノ 1 1．いじめ防止対策推進法に関して ‘ 

(1)‘いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定する「重大事態」について 調査票上， ‘「いじめ防止対策推進法」を「法」と記載する． 

.区 
分 

発
生
し

た
学
校

数
 
〔
校
）
 
 

〔
1
〕
法
第

2
8
条
第

1
項
に
規
定
す
る
「

重
大
事
態

」
が

‘
 
 

‘〔2〕法第28条第1項に規定する「重大事態」の発生件数（件） ・ 〔3) 法第28条第1項に規定する‘「重大事態」の調査主体（件） 

の
 っ
い
て
 

、
※
第
1
  号
重
大
事
態
の

発
生

件
数
 

うち‘法第28条第1 項里ュ量に規定する「重大事態」に ②
 
う

t
 定

す
る
 

※
第

2
  号
重

大
事

態
の
発
生

件
数
 

フ，法第28条第1 
「重大事態」にっいて 

項篤 号に規 
当該学校が調査主体となった件数 

当該学校の設置者（当該学校以外）が開
査主体となった件数 数 

調査主体を検討中の件 

ア
 
重

知
お
 

亡被害の態
長 

イ 調査状況 ア 調査状況 
うち，法第28 
条第1項笠ュ丑
に規定する「重
大事態」 
件数 

うち，怯第28 
条第1項筑2 

大事態」の発生
件数 

号 
うち，法第28 
条第1項賞1
に規定する「重
大事態」の発生
件数 

号 
うち, 法第28 
条第ュ項生2
に規定する「重
大事態」の発生
件数 

丑 
うち， 
法第 2 
8条第 
1項笠
雄に
規定す
る「重
大事
態」の
発生科ニ
数 

・

2
第
蕪
に
す
重

I
の
件
 

ち
第
条
項
量

定
r
馴

J
生
数
 

う
法

8
1
ュ
規
る
ブ

態
発
 

‘
 ?
 
 、

  

の発生 
に規定する「重 

（
ア
）
 
 
生
命
  

（
 

 
身
体
  

（
 

 
精
神
  

（
ュ
】
 
 
金

品
等
  

（ア）餌査済みの件数 2
 調

査
中
の

件
数
  

（ア）調査済みの件数 2
 餌

査

中
の

件
数
 

陶査の結果 国査の結果 

うち， 
田査を
行うた
めの組
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 

うち, 
餌査を
行うた
めの組
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 

うち， 
調査を
行うた
めの組
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 

ち
離
纏
.
Q
)
 

 

ラ
調
行
め
織
三
み

成

て
f
  

め
認
た
 

い
が
さ
も
 

じ
確
れ

の
 

いじめ
が確認
されな
かった
もの 

め
認
た
 

い
が
さ
も
 

じ
確
れ
の
 

いじめ
が確認
されな
かった
もの 
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中学校 

ー――一 

一 ，【・ 

、 

・ 一 ・‘ 

二 .・‘ 

I 一’ ‘ 」 

，ー
  1 二 ~ 

'' 
% ’・ l 

- 

高等学校 
、、り 

' 
~ ~ ~ 

. 

~ー一 

,', '" 
《
 
 

特別支援学校 

.， 
~ 

、 

1' . ;' 

" 一 
'I 

% 

ー
  

,． 」 ・ー 

4
 
 

， ー , 

’」 

’ 

一， 
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Sユ 本項旦は, 法第28条第1項におい七，学校の設吐者又はその設置する学校は‘重大事態に対処するために国査を行うものとすると規定されているため，当吐餌査の実血状況を把担ずる二、」bで‘テる． 
当販項目には，令和 3年度間に発生した（当臨地方公共団体の長（文部科学大臣）への報告を行った） 「重大事態」の状況につ‘、て記入十るニと（令和 3年度問で見生した「重大事態」のうち‘餌葦が終丁したものだけでなく，醐玉か雁硯しているものも計上丁bこ 

と．1. 

性2) 法寧28条第1項第1号に規定する 「重大事旭」は「いじめにより当臨学校に在籍する児血等の生命，心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」，同項第2号に規定する「重大事態」は「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校 

S'I1W) 1CJIr警麓瞥疑雀隷誌盤誌l訂鶴乞ことから，「いじめ」と「当肱学校に在箱する児意等の生命，心身又は財産に重大な被害が生じた」こと又は「当誼学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされてレ、 
る」ニととの間に因果関係が存在する可能性があれば，重大事態が発生したものと扱うニと． 

（注3）と，「いじめ防止声のための基本的な方針」（平成25年1。月11自文部升学大臣決定平成29年3月14日改加で示されているように児童生徒や保蔑者からいじめにより重畑旭に至ったという申立てがあったものについても’重大事熊の発生件数とすると 

「重大な被害の飽様」については，最も重大と考えられろものをーつ選択して回答する． 

「国査状況」」こついて，令和 3年度中に発生した「重大事想」のうち，調査主体が決定する前に令和4年度になったものは， 「餌査中の件数」とすること． 

1件の「重大事岨」が，注第 2 8‘条第 :1項第ュ号及ひ同第2号の両方に議当ナる場合は，それぞれの項目に記入すること． 

'1(3) 法第28乗第］項に規定する「重大事態」．の馴査主体」について，令和 3年度中に発生した「重大事旗」のうち‘臓査主体が決定する前に令和4年度になったものは‘ 「 (3〕法第28条第ュ項に規定ナる 「重大事態」の餌査主体」はi 皿大事態の発生仲
数のうち．国査主体を検酎屯の件数」とナること． 

「調査を行うための粗撒が第三者のみで檎成されている件数」の「第三者」とは，当購いじめ事案の関保者と直接の人聞関保又は特別の利害関係を有しない者をいう．したがってL この件散には1 学校や教育委員会等の職員が構成員となっているものは含ま11,たい・ 

．学柱11頁 令和ョ年度児責生佳の問電行●・不豊校等生槌指界上の笥且“に“する明査 

.(83) 

U4) 
(t 5) 

(? 6) 

(注 7) 

（注日） 



・、 

〔
 
．
 

一
 

I' 

調査票上， ら、じめ防止対策推進法」を .1法」と記載する。 (1）いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定する「重大事態」 について 

[5丁法第28条第1項に規定する「重
大事態」のうち，，同法第30条第2'項及
び同法第31条第2項阜規定する調査の’ 
結果について調査（再調査）を行った件
数’（件） 

区
分
 

(4〕重大な被害を把握する以前のいじめの対応状況 （件） 

※（注 9）参照 

いじめとして認知じていた いじめとして肥知していなかった 

いじめ’の解消に向けて
てり“取組中だった 

いじめは解消した
と判断していた 

いじめに該当し得るトラプル等の
情報があった 

いじめに陵当し得るトラプル等の
情報がなかった 

地方公共団体の長等においで調査の
結果について調査（再調査）を行っ
た件数 

うち，法第 
28条第1 
項第ュ丑に
規定する 
r重大事

態」の件数 

，うち，法第 
28条第1 
項第2量に
規定する・ 
「重大事

態」の件数 

うち，法第 うち，法第 
28条第1 28条第1 
項第ユ丑に項第2量に
規定する 規定する 
「重大事 「重大事

態」の件数 態」の件数 

うち，法第 
28条第1 
項第ユ丑に
規定する 
「重大事

態」の件数 

うち，法第 
28条第1 
項第一2丑に
規定する 
「重大事
態」の件数 

うち，法第 
2.8条第1 
項第ユ量に
規定する 
「重大事

態」の件数 

うち，‘法第 
28条第1 
項第．2丑に 
’規定する 
「重大事

態」の件数 

うち, 法第 
28条第1 

畿鷲 
,「重大事

態」の発生
件数 

ヴち, 法第 
28条第1 
項隻主星に
規定する、 
「重大事

態」の発生
件数ー 

・中学校 

高等学校 

J特別支援学校 

』
 
《
 

叱
 

0' I 

（注 9) ‘】 「商蘇薙‘羅轟する‘諭いじ茄稀状況」・届一「 (2)法第28東加1項に規定する「最‘態」の発生件数」に計上し‘「重大事態」について，重天な被害が生じた疑いがあ詳症，一互． 

、 し隷IrJ 欝巽鷲た年度が・「重大事態」調査を実施した年度とは異なる場合であっても重大な被害が生じた疑レ、があると把握する以前にいじめとしで昭知していた場合には「いじめとして認知． 

（注1の．た話了講響野製鷲議繰階鶏郵気織か纏，I鷲曹琶蕊語讐鵬灘麟旨コ；網篇難編雛寝響歯考」丁は「令和3年度に再調査し‘ 

学校12頁 令和3年序児童生捷の問皿行助・不豊校等生徒指導上の踏謀騒に聞する餌査 



（校） 

(2) 発生学校数 

（件） 

(3）発生件数 

■驚喜 
0
 0
 

③対人暴力 

④器物損壊 - 

合計 

0
 0
 

!
 

2 

回 

0 

0 

1山暴力行為の発生学校数 発生・‘・等 

区分’ 

④器物損壊 ~ 0 
（注1) 「発生件数」の欄は、各区分ごとに延べ数を記入する。 

'（注2) 「加害児童生徒数」の欄は、各区分どとに実人数を記入する． 

'（例）1人の加害児童生徒が対教師暴力を 1回、生徒間暴力を 2回起とした場合、以下のとおりとなる。 
(3) 発生件数 「合計」：3回（自動算出）、 「①対教師暴力」 ：1回、 「②生徒間暴カ」 ： 2回 
(4) 加害児童生徒数 「合計」 ：1人（・手入力）、 「①対教師暴力」 ：1人、 「②生徒間暴カ」 ：1人 

（注3) 「生徒間暴力」について、加害ー被害の別が判明しない児童生徒がいる場合には、加害児童生徒数に含めること． 

' （注4） 在籍児童生徒が起こしたものであることは明らかであるが、加害児童生徒を特定できない場合についても計上すること。この場合、発年件数1件、加害児童生徒数0人となる。 

合計 

の対教師暴力／ 

確呈国‘ ②生徒間暴カ 

厨 鷲鷺  露 

③対人暴か  ~  0  ③対人暴力 ~ 

④器物損壊 

(&) 

(1）学校総数 

0' 
0  

0 0 

1
 

I
1
0
0
 
0
 

（人） 

(5) (4）のうち、‘ 
2回以上の暴力行為を 
行った児童生徒の人数 

2
1
 

回
人
 

「 I 

2, 学年別加害児童生徒数 

区分 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 合計I 
, 小学校 ’ 0 0 0 2 0 1 3 
・‘中学校 

~ 

, ~ーー 

一ーーノ 
~‘ 0 

高等学校 
~ 

一 ‘ ． 

! '，‘ ン ンー
Z ン・ーず‘ 0 

・区分 

退学・転学 
※（注 2)参照 

(3）停学 

※（注 3】事照 

(4）出席停止 

※（注 4】奉皿 

(5）自宅学習
自宅謹慎 

(6) 訓告 

※（注 5）参思 

(7:) f 

Cュ）懲戒処分 
としての退学 

(2）その他 

小学校 '
 
 0 ーー一ーーー A 一ーププーー 0 0 

中学校 
' ' 
ー― 

一ー~ーー’ B ーー~ーー ， 二，・” 0 

高等学校 ’．」二 ・一っ 一
 

 

一ーー一 
I 

'- 
0 

（注1）一加害児童生徒全員を対象にこ’該当する項目がある場合に記入する． 

（注2) 1(1) 懲戒処分としての退学」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「退学」であるととを明示して行ったものをレ、う。 
1(2）その他」とは、勧奨・申出による退学及び転学である。なお、市町村立学校における「 (1) 懲戒処分としての退学」の「中学校」の区分についでは、中等教育学校及び学校教育法 

亜行規則第26条第 3項の併設型中学校のみが想定されている． 

（注 3） ・「（ 3）停学」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「停学」であることを明示して行ったものをレ、う。 

（注4) 「 (4）出席停止」とは、学校教育法第 35条、第49条又は第49条の 8 に基づく措置をいう。 

（注 5)'I 1 (姦憩とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「訓告」であることを明示して行ったものをいう。事実上の懲戒として行われる単なる「Fヒ責」等はこれ 
（注6) 複数の措置をとった場合は、調査票の左側に位置する措置を選択すること。 

学校2頁 令和4年度児童生徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する謂査 

（注1)
誉数を記入すること・各学校種の「合計」の人数は「1 暴力行為の発生学校数、発生件数等」の「 (4) 加害児童生徒数」のうち、各学校種の I合計」欄の人敢と一叔T。よフにT。こ 

唯.2) ．馨誉慧讐響の4年生以上は、 4年生として扱うこと。単位制こついては、入学年度を1年次として、1年次.2年次.3年次.4年次以上をそれぞれ1年生、 2年生、 3年生、 4 

3 加害児童生徒に対する学校の措置別人数 



嘱 ?t?, )灘-r. 鷺 Q)fr)J. 0)灘簿築鱗轟灘蕊難議難麟if (12礁難1-) 02AT 1?鷲熱 2.*1) k'5,L# . 証 

澱尋讐、中学校高等学校及び特別支援学校におIナるいじめの状況等  
I(ll . いじめの足義 ． 

LJと浅やと亨叫一！平童些徒！謝シ了、当墜児寧生徒芭套筆する学華に年笹している等当該児童生徒と一牢の人的関係ドある他の児童牛隼が行う心響的又嚇竺理的な影響き与界歪行や」イとタ戸マト書興じ工サわ I 

ト1) ミ灘 Iミ )jミ灘響 Q)1JfrJ窯撫鷲罵灘議 J*i撚童鷲務 fTQ)*tS S CC
1* i_ j j- 

壁誘恕雑鴇妻 SQ)' 5 t (J*. 島嬬獣緊讐讐観I 個きの行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的に行うことなく、法が制定された趣旨を十分踏まえ、行為の対象となった者の立場に立って行うこと,特に、‘.いじめには多様な態棒がある
ら考に艦丑、：いりめに該当するか否かの判断に当たり、定義のうち「心身の苦痛を感じているもの」との部分が限定して解釈されることのないようにすること（例えば、いじめられていても、不人がそれを
否足する場合が多々あるととを踏まえ、当該児童生徒の表情や様子をきめ細かく観察するたどして確認する必要がある．）。 

（注2）自l蘇総響係」とは、学校の内外を間わず、同じ学校学級や部活動の児童生徒や、塾やスポーツクラプ等当該児童生徒か関わってレ、る仲間や集団（グループ）など、当該児童生徒が有する何らかの人 

（注3) 「物理的な影響を与える行為」には、身体的な影響を与える行為のほか、金品をたかったり、物を隠したり、嫌なことを無理矢理させたりすること女ども含まれる。 

（注4) 「行為」には、 「仲間外れ」や「無視」など、直接的に関わるものではないが、心理的な圧迫等で相手に苦痛を与えるものも含まれる。 

（注5),けんかやふざけ合い、暴力行為等についても、背景にある事情の岡査を行い、児童生徒の感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判断する． 
． その他、本調査の記入に当たっては、 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課雷に関する調査 回答にあたっての留意事項」の「いじめの状況」’1こ関する説明を十分に参照すること。 

(2） ・．「いじめ」の中には当然、暴力行為に該当するものもあり、その場合には、暴力行為の状況の「生徒間暴力」の件数にも計上すること． 

(3） いじめる児童生徒といじめられた児童生徒が異なる学校に在籍する場合、原則として、15 3. 4、 5、 6. 7. 8 (2）のいじめられた児童生徒の状況については、いじめられた児童生徒の在籍する学校 
が記入し，8(1）のいじめる児童生徒の状況については、いじめる児童生徒が在籍する学校において記入する。 2については、普察に相談・通報した学校において記入するとととして、学校間で連携を取り
つつ記入すること。その際、いじめる児童生徒、いじめられた児童生徒双方が相談・通報した場合については、いじめられた児童生徒の在籍する学校が記入することとする‘・ 

．いじめを認知した学校数、いじめの認 l知件数 

区分 ‘ （・1）学校総数 (2) 認知した学校数 
(d
 

て
 
い
 
な
 
い
 

認
学
 
知
校
 
し

数
  

(4) 認知件数 

小学校 1 3 
中学校 0 ' 

‘ 、 
' 

高等学校 0 .． 一 ． プ 了 ‘ ・， 

特別支援学校 0 

一
 

（注 1） 」無盛熱雄響熟讐L 令製鷲寧間Iらもりて品占平丑害警ド盤かりE 警と件必ま蟹包と雄 ‘合、 「1」を記入する．複1 

扉磁竿掃磁厳験4 t毎 .呈首献定舗端前裁裁議乳罰 維我監グ、、ー竺vノメヒ’’一 

数の学校の児童生徒に係るいじめにづいては、いじめを受けた児童生
じめをー切認知しなかった場合、 Ii」を記入する。高等学校の全定 

（注2) 「認知件数」には、令和4年度間において、上記の定義に該当するいじめを受けたことが認知された児童生徒ごとに1件として数える 
受けていても1件として扱う．なお、いじめる児童生徒が他校の者である場合や特定できていない場合であっても，認知件数に含めるこ 

「認知件数」には、令和4年度間において、上記の定義に該当するいじめを受けたことが認知された児童生徒ごとに1件として数える。この際、同ーの児童生徒が異なる時期に別の児童生徒からいじめを
受けていても1件として扱う．なお、いじめる児童生徒が他校の者である場合や特定できていない場合であっても，認知件数に含めること．高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、足時制、．通 

、升,馳P認知件数のうち、警察に相談・通報した件数」は、犯罪行為として取ど扱われるべきと認められる事案や、いじめられている児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるような事案等、 
’讐奪りき要察Iひ目妻’通報した件数を記入する．その際、 「認知件数」1件に対して複数回敵通報した場合についても1件と計上する。 
戸挙字奪P全足併遣校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること． 
な16、学校関与の下、いじめを受けた児童生徒の保護者等が被害届を提出した場合も件数に含める。 

学校3頁 ‘ 令和4年度児童生徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する厨査 

信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

．一警察に相談・通報した件数 

区分 いじめの認知件数のうち、 
警察に相談・‘通報した件数 

小学校 0 
中学校． に

ー・
 
 

‘高等学校、 ', 
. ' 

. 
! 

特別支援学校 ” 

、‘ 

（注1) 二”些，P認知件数のうち、警察に相談・通報した件数」は、犯罪行為として取ど 



3. いじめの現在の状況 '-(1) 

区
 
分
 

 

(1) 
解消しているもの 

〔日常的に概擦継続中） 

く
向
  

「
」
 

 
解
 
潤
 

！
】
＋
ノ
  

、
て
 
取
 
組
 
中
 

 
(3) 

その他 

※（注 3 ）参皿 

(4) 
計 ’ 

いじめを認知してから 
3か月以上経過 
しているもの 

いじめを認知してから 
3 カュ月 

経過していないもの 
' 

3 0 0 0 3 

、中学校 、 → 
、 

‘ '‘二 

I 

1 “ ●’ 」 
‘1 0 

高等学校 
二

一
  

0 

特別支援学校 I

」に J ' 
‘ 

.' J 
． 0 

1いじめの現在の状況」肥ついでは、令和 5年 a月31日現在の状況を学校種ごとに記入するとと．五お、卒葉をもって直ちに「解消しているもの」と計上することがないよう留意すること。 

（注？） 「解消している」状態とは、少なくとも状の 2つの要件が満たされている必要がある。ただし、これらの要件が満たされる場合であっても、必要に応じ、他の事情も勘案して判断するものとずる， 

①％いじめに係る行為の解消； 被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む．）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この相当の期間
とは、少なくとも 3 か月を目安とする。ただし、いじめの被害の重大性等からさらに長期の期間が必要であると判断される場合は、この目安にかかわらず‘学校の設置者又は学校いじめ対策組織の判断
により、’より長期の期問を般定するものとする‘ 

② 被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと； いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児童生徒がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。 
習更’ツ己童王佐不人及ひ七の保醜者に対し、心身の苦痛をI眠じていないかどうかを面談等により確認する． 

（注3） いじめの問題による就学校の指定変更、公立から私立、私立から公立などの転学や退学等、 (1) 、 (2）に該当しないものは「 (3）その他」に記入すること。 
（注4） 各学校種の 「 (4) 計」の欄の件数は、‘ ri.‘いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれ一致するようにすること。 

（注5) 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は 全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを1己入すること旦 

4．いじめの肥知件数の学隼別内月そ 
一区
 
，

分
  

(1)1年生 (2) 2年生 (3) 3年生 (4)4年生 (5) 5年生 (6) 6年生 ‘ (7) 1- 

小学校 0 0 0 1 1 1,. 3 

中学校 
“、 

I 
" 

；一 I

，“ 二 . J 二ー~ー一 二ーーーーーてー 一ーー一ー二 0 

高等学校 一ーーープー ンーーーーーて 0 

小学部 . 

＝ 」 ，’」 

一 

I% 

' ―二， 

' ‘ 一 
0 

特別支援学校‘ 中学部 一 ‘' ーーーーー ーーーーー 
一ー

ーーーー”ー 0・ 

高等部 ・ 
, 

,・・ 

一
 
・
』
  
二ニーーー二ーーーー 

ー

ーー一ー‘ 0 
（注1）高等学校定時厨課種辱あ耳一 年生以上は、4年生として扱うこと．単位制にっいては、入学年度を1 年次I どして、 1年次、 2年次、’3年次、4年次以上をそれぞれ1 年生、 2年生、 3年生、.4年生と’して扱う 

と。全定併置校や通信制併 設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すi 5こと． 

（注2) 奄嘗董挙P三 (7) 計」の欄の件数は、、 11，いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれ一致すること． 
咽昏万リ玉：畿宇校においては、小学部・中学部・高等部の合計が、 Ii,いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の特別支援学校の件数と一致すること。） 

、‘エよノ 

（注2) 

,Lーーー山 

学校4頁 令和4年度早童生徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



（件） 5.いじめの発見のきっかけ 

「ー醐  

0 計 0 3 

0 .学級担任が発見した。 

学級担任以外の教職員が発見した。 ’ 
“ー （養護教諭、スクールカウンセラー等の相談員を除く。） 
ドり 

I養護教諭が発見したb 
訳

スクールカウンセラー等の相談員が発見した。 

2 学校の教職員以外からの情報により発見した。 4 0 0
 

0 当該児童生徒（本人）の保護者からの訴え 

0 ．学校以外の関係機関（相談機関を含む。）からの情報 

0 その他（匿名による投書など） 

(1）小学校 (2）中学校 (3）高等学校 ー (4)特別支援学校 

学球の教職員等が発見した電’ 

アンケ~ート調査など学校の取組により発見した。 J 0 

0 

1 
●． , 

0 

本人かちの訴え 
」
 
‘
 0 

．‘ 

児童生徒（本人を除く．）からの情報‘ ． 

保護者（本人の保護者を除く。）からの情報

地域の住民からの情報 0 
l 

I 

内 

訳 

0 

2 

（注1） 各学校種の「計」の欄の件数は、 ri．いじめ‘を認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれ一致するようにすること。 

（注2.) 「学校の教職員等が発見した。」か「学校の教職員以外からの情報により発見した。」のいずれかを選択し、内訳について該当するものをーつ選択すること。 

（注3） 高等学校の全定併量校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

学校5頁 令和4年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



I ，ー  ［ 

区分 (4）特別支援学校 (1）小学校 (2）中学校 (3）高等学校 

0 0 3 計 

（件） 6. いじめられた児童生徒の相談の状況 

’・ スクールカウンセラー等の相談員に相談した。 

学級担任に相談した。 

難舞響讐職郎と相藤した儀護教諭、スクールカウンセラー等の相 

養護教諭に相談した。 

学校以外の相談機関に相談した（電話相談やメール等も含む。）。 

保護者や家族等に相談した。 

友人に相談した。 

その他の人（地域の人など） に相談した。 

誰にも相談していない。 

r 

計 0 0 3 

．いじめの態様 

区分 

冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なととを言われる。 

（件） 

(4）特別支援学校 
' 

(2）中学校 

仲間はずれ、集団による無視をされる。 

軽くぶっかられたり、遊ぷふりをしてたたかれたり、蹴られたりする。 

ひどくぶっかられたりたたかれたり、蹴られたりする。 

金品をたかられる。． 

金品を隠されたり、盗まれた‘り、壊されたり、捨てられたりする。 

嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 

パソニに／や携帯電話等で、ひぽう・中傷や嫌なことをされる。 

老の他 

1 

'(1）小学校 (3）高等学校・ 

（注1） 複数選択を可とする。 

（注2） 学校が当該児童生徒に対するいじめを認知した時点において、当該児童生徒が誰に相談しているのか、該当するものを選択すること。 

（注3）ー高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

'（注1）・・ 複数選択を可とする。 

（注2) 1件のいじめであっても、複数の態様に該当する場合には、それぞれの項目に計上すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

．学校6頁 令和4年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



8．いじめの対応状況了 

(1）いじめる児童生徒への特別な対応 (件) 

(4）特別支援学校 (3）高等学校 分
 

(2）中学校 (1）小学校 

①スクールカウンセラー等の相談員がカウンセリングを行った。 

②校長、教頭が指導した。 2 

③別室で授業等を行った。‘ ※（注3)参照 0 
ー14 

④年度途中に学級替えを，した。 0 

⑤懲戒処分としての退学 ※（注4)参照 
．退学・転学 

⑥その他 0 ※（注4）参照 

⑦停学 . ※（注 5）参照 

⑧出席停止 公 ‘ 6 多 iに 

⑨自宅学習・自宅瞳慎 

⑩訓告 ‘ ※（注7)参照 0 

＠保護者への報告 3 

⑩いじめられた児童生徒やその保護者に対する謝罪の指導 1 

ア 警察等の刑事司法機関等との連携． 0 

、・イ 児童相談所等の福祉機関等との連携 0 

鯵黛盤関等 ウ 病院等の医療機関等との連携 0 
、ー“ノ」土コフし 

ェ その他の専門的な関係機関との連携 0 

オー地域の人材や団体等との連携 0 

計 6 
〔注ユ）複数選択要可を手る。 

（注2） 個々のいじめにPいて、いじめる児童生徒への対応として実際に行ったもので、該当する項目を選択すること。 

（注3) 「③別室で授業等を行った。」とは、いじめられた児童生徒を守る観点から当該児童生徒とは別の教室等で一時的に授業等を行った場合に計上する。 （注3） 「③別室で授業等を行った。」とは、いじめられた児童生徒を守る観点から当該児童生徒とは別の教室等で一時的にま 
単に事実確認等のために別室で話を聞き、この際に指導した場合は除くこと。 

（注4) 「退学・転学」中の「⑤懲戒処分としての退学」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「退学」であるととを明示して行ったものをいう。 
「⑥その他上とIえ勧奨・申出による退学及び転学である。なお、市町村立学校における「⑤懲戒処分としての退学」の「中学校」の区分については、中等教育学校及び学校 
教育法施行規則第26条第3項の併設型中学校のみが想定されているロ 
公立学校における「特別支援学校」の区分については、高等部のみが想定されている（「⑦停学」及び「⑨自宅学習・自宅謹慎」についても同じ）。 

（注5) 「⑦停学」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「停学」であることを明示して行ったものをいう。 

（注6) 「⑧出席停止」とは、学校教育法第3一5条、第49条又は第49条の 8 に基づく措置をいう。 

（注7) 「⑩訓告」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「訓告」であることを明示して行ったものをいう。事実上の懲戒としで行われる単なる「叱
責」等1まこれに含まない。 

（注8) 高等学校の全定併骨校や通信制併設校等は 全日制 定時制 通信制それぞれの数値を合計したものを記入することh  
I  

学校7頁 令和4年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 

～
」J
」
じ
ゲ
 

0 0 .0 



計 0 

(4）特別支援学校 (2）中学校 (3）高等学校 

, 

0
 

0 0 

(1）小学校 区
 

分
 

①スク、プルカウンセラー等の相談員が継続的にカ
ヴンセリングを行った。‘ 

②別室Q)提供や常時教職員が付くなどして、心身
の安全を確保した。‘、 

③緊急避難として欠席させた。ー 

④学級担任や他の教職員等が家庭訪問を実施し
た。 

⑤年度途中に学級替えをした。 

⑥当該いじめについで、教育委員会と連携しで対
応した。・ ― 

也）児童相談所等の関係機関と連携しで対応した。 
（サポートチームなども含む。）' 

0. 

0 

0 

0 

0 

0 

’、J1 
I二 

(2）いじめられた児童生徒への特別な対応、 （件） 

(a') 複数選択を可とする。 

( .2) 個々のいじめについて、いじめられた児童生徒への対応として実際に行ったもので、該当する項目を選択すること。 

,（注ぎ） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

、 

学校8頁 ー 令和4年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



9．学校におげるいじめの問題に対する日常の取組 .（校） 

区 分 1
 
小
 
学
 
校
 

 
(2）中学校‘ (3）高等学校 (.4）特別支援学校， 

・

．
職
 

・

て
 
」

題
 
、
い
 
一
理
 

一
 

 ①
 

1
 
職
 
員
 
雑
 
等
 
を
 
通
 
じ
 

、
 

い
 
じ
 
め
 
の
 
問
‘
 
に
 
っ
 
て
 
教
 
員
 
間
 
で
 
共
 
通
 
角
 
に

‘
 
を
 
図
 
っ
 
た
 

 
ー
  

一． ー 

・’％乞 

l 

' 

'' 

'‘め
 
！

に
 
，

関
 
，

・研
 

一
 

 ①
 

2
 
い
 
じ
 
の
 
問
 
題
 
す
 
る
 
校
 
内
 
修
 
会
 
を
 
実
 
施
 
し
 
た
 
※
 
吐
 
わ
 
参
 
照
 

 
0 

・
 

・
“ご
 

)
 

'
 
 

マ
 
”
‘

I
 
 

,. ， ' 

②道徳ゃ学級活動の時間にいじめにかかわる問題を取り上げ、指導を行った。 1 ,
 
 

"
"
 
J・

 

‘
 
 

リ
 
・
 

・

r
・

・
 
 

【
 
 .

 
 

/
J
  

、
 
・
 

」
 
 

・
 

・
‘一
 
一
 

 

‘
 

・
 
 

' 

為箸議統磐横’じて、いじめの問題を考えさせたり、児童生徒同士の人間関係ゃ 0 

④スクールガウンセラー、相談員、養護教論を積極的に活用して教育相談体制の充実を図った。 1 
. 

I 

‘ 」 

「― 

' 
' 

‘ 

、 

' 

一
！
，プ

一
」
 
 

⑤ 教育相談の実施にっいて、学校以外の相談窓口の周知ゃ広報の徹底を図った。 

⑥ 学校いじめ防止基本方針をホームページに公表するなど、保護者や地域住民に周知し、理解
を得るよう努めた。 

1 

0 

I 

' ” 二， 

シ‘ 

こ 

⑦ PTAなど地域の関係団体等とともに、いじめの問題にっいて協議する機会を設けた。 0 
一 ・ ・ ー 

~ 

・‘一可 

⑧ いじめの間題に対し、警察署や児童相談所など地域の関係機関と連携協力した対応を図っ
た。 0 

⑨ インターネットを通じて行われるいじめの防止及び効果的な対処のための啓発活動を実施し
た6 

1 

一 

、 

' 
'' 

‘, 

・二 

乳繋1、じめ防止基本方針が学校の実情に艮ロしで機能しているか点検し、必要に応じて見直し 1 ・ ’ 
・” . 一 い

，
ン
 

⑩ いじめ防止対策推進法第22条に基づく、いじめ防止等の対策のための組織を招集した。 
※（注5）参照 1 

計 7 0 0 0 

（注1) 

(注 2) 

‘・（注 3) 

'（注4) 

(注 5) 

複数選択を可とする。．ただし、 1校においてに同じ区分の取組を複数回実施じている場合でも、1校と数える。 

高等学校の全定併貴校や通信制併設校等においては、全日制、定時制、通信制それぞれ1校として別々に計上することn  

いじめを認知じた、認知していないにかかわらず、全ての学校において回答すること。 

選択肢「D- 2 いじめの問題に関する校内研修会を実施した。」における研修会については、いじめの問題に特化して実施した場合も、生徒指導等の研修の中でいじめの問題にー 
も触れて実施した場合も計上すること‘ 

選択肢「⑩・‘いじめ防止対策推進法第22条に基づく、いじめ防止等の対策のための組織を招集した。 」については、いじめ防止対策推進法第22条において,学桝ニ‘い 1婆や
防正辱に蘭する播置暑更効南巨行g元あ吊稜E石る組紐を雇マ三苫示霧霧符I元hそi罵証菩曙fえ、ーレ、じめの未然防止や早期発見・事案対処、学校し、じめ防止基本方針に基づ
く各種取組等のために、との条文に基づく組織を招集した場合に計上すること。 

学校9頁 令和4年度児童生徒の問題行動、不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



．●
一
 1

 

1。 いじめの日常的な実態把握のために、学校が直接児童生徒に対し行った具ィ‘的な方法について ・（校） 

(1）小学校 (2）中学校 (3）高等学校 (4）特別支援学校 

区 分 いじめを皿知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

いじめを認知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

いじめを認知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
てい女い学校 

(B）・ 

いじめを認知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 
・（B) 

Lーー一一ーー」 

‘・ 

(1.) アンケ、ー・ト調査の実施 

①・実施頻度 

※（注 5)参照 
ウ 年4回以上 

イ 年’-3・回 

ア’年1回 

~, 

C. 
, 

「、 

I 

② 調査方法 

・※（注二6）参照  

記名式 

無記名式 

ウ‘記名・無記名の選択式 

● ， ’ 

，二 ‘ 

' , i’  】 ・
・A
 

I  

・
 

【
 
「
 

…
・
？

・
・
・
 ③’回答方法 

※（注7)参照 イ 持ち帰って記入 

．ぐ2) 個別面談の実施’ 

.(3) 「個人ノrート」や「生活ノート」といった 
ような教職員と児童生徒との間で日常的に 
’行われている日記等 

ア 学校で記入・・ 1
 

'I 」 

I 

~ ; 

1 

1 

(4）家庭肪間 

(5) その他 ’’、 

0 

0
 

ごi 
i 

I' リ ‘l. I' 

J 

(6) *f 0 0 0 0 0
 

3 0 

」（注ユ）・Il二 いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」において、いじめを認知したと回答した学校は（A）に、いじめを認知していないと回答した学校は（B) にそれぞれ記入ナるこ・牛 
と。・ 

」（注 2） 複数選択を可とする。だだし、1校において、同じ区分の取組を複数回実施している場合、1校と数える。 

（注3） いじめの実態把握のためだけに行ったものでなくてもよい。 

（注4う 高等学校の全定併置校や通信制併般校等においては 令日制、定時皿，通信制それぞれ上校として別々に計上することn  

（注5) f(i）アンケート鯛査の実施 ①実施頻度」についで、学年によってアンケート調査の実施回数が異なる等、学校内の実施頻度が異なる場合は、特定の児童生徒だけに複数回実施す
るなどの学校として日常的な実態把握とはいえない場合を除いで、回数の多い方で数える。 

（注6) f(i）アンケー“ト調査の実施 ②調査方法」については、年間に複数回アンケートを実施する場合においては、複数選択を可とする。また、 「記名・無記名の選択式」とは、‘記名と
するか無記名とするかをアンケート記入者が選択できる方法を指す。 

（注7) 1,(1) ブンケート調査の実施 ③回答方法」については、年間に複数回アンケートを実施する場合においては、複数回答を可とする。 

学校10頁 令和4年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



11・. いじめ防止対策推進法に関して 

(1）いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定す石・「重大事態」について’ 閥査粟上、 「いじめ防止対策推進法」を「法」と記載する. 

区 

分 

発
生
し

た
学

校
数
（

校
〕
 
 

〔
1
〕
法

第

2
.8
条
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1
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規
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す
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重
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態
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・
・
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項
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ー
 
法
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に
 
規
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大
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の
 
隔
 
査
 
体
 
件
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計
 

、
 
 

っ
、
、
て
 ※
第
1
  号
重
大
事

態
の

発
生

件
数
 

① うち、’法第 2 ・8条第1項第1号に規定する「重大事態」に 

※
第

2
  号
重
大

事
態
の
発
生

件
数
 

② うち、法第28 
定する「重大事態」にっいて 

条第1項第2号に規 
当該学校が酬査主体となった件数 

、、 当該学校の設置者（当咳学校以外）が調
査主体となった件数’ 散’ 

調査主体を検討中の件 

ア
 
重

知
本
  

‘被害の態
長 

イ・調査状況 ア 餌査状況 条第1項第1 

大事態」 
件数 

うち、法第28 

に規定する「重
号 

の発生 

条第1 

大事態」 
件数 

うち、法第28 

に規定する「重
項第 2号

の発生 

うち、・法第28 
条第1 

大事態」の発生
件致 

に規定する「重 
項第1号 

うち、法第28 
条第1項鍋2 

大事態」’の発生
件数 

に規定する「重 
号 

、
フ
法8
1
1
規

る
ブ
態
発
  

、
2
・
第
第
にす
重

‘
の
件
 

ち
知
弼
弗
剖
島
ロ

停
“
引

数
  

、
 2
第
第
に

す
重

干
の
件
 

う
法

8
1
2
規
る
ブ

態
発
 

ち
第
条
項
号

定
r
調

j
生
数

一
 
 

（
ア
）
 
 
生
命
  

（
イ
〕
 
 
身
体
  

（
 

 
精
神
  

（
 

 
金
品
等
  

（ア）調査済みの件数 2
 調

査

中
の

件
数
  

（ア）調査済みの件数 乞
 岡

査
中
の
件

数
 

肩査の結果 岡査の結果 

うち、 
田査を
行うた
めの組
職が第
三者の
みで構
成され 
・ている

件数 

うち、 
調査を
行う．た
めの組
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 

うち、 
調査を
行うた
めの組・I 
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 

縁
」《難
鷲
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が
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じ
確
れ
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が確認
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め
豚
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い
が
さ
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確
れ
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されな
かった
もの 
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三―ドり’ 
二 
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子 ．一 

、 
' 

に 

． 

.. 

、 
い ” 

一・ 

'’ ー 一 

=, , 

~ 

L ビゲ ‘ 
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中学校 
一 

'
 ！
 
『・

 
・
 

に
一
 

 

, 

1 

; 

J 

高等学校 ,' 
，・ 

J 

‘・ 

,I 

,1 

'' - 、 

ー
 
 

I 

一
 

．
 
 

，’ ~’ 

特別支援学校 

一 一 

J 

、 

’ 、 

， 

" ' 

・ ‘ ' 

; 

' 
‘・ 

ーで旦I!'' "A"'？不”‘つ”、ー“りY 、、 ”エvノ■Al■・’J・1~てvソ“"’ ロ子心‘‘、 ’ノ→“’、メ’」スr’ ロに”トー”宜‘1丁フも“Jと’ 口ど訊刃三己11, 、‘、つ1この、 ョ“円雲Uソ景皿状α七m」圧’ つもUソじの口. 
当‘裏岨目には 令和4年長間に発生した,（当隣地方公共団体の長（文部科学大臣）への報告を行った） 「重大事歯」の状況について記入するニと（令和4年度間で発生した「重大事歯」のうち，調棄が終丁したものだけでなく、調査が継続しているものも計上十るこ 

と． 

（注2) ‘法第28条第1項第1号に規定する「重大事態」は「いじめによ・り当臨学校に在籍する児血等の！柳，．心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると叫めるとき」．同項第2号に規定ずる「重大事態」は「いじめにより当該学校に在籍十る児童等が相当の期間学校
を久席す互ことを余僻なくされている疑いがあると認めるとき」である． 
一いじめに三り上と宣ること、また「疑いがあると認めるとき」とあろことから、 「いじめ」 と「当雄学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた」こと又は「当該学校に在籍する児量等が相当の期間学校を久席するニとを余儀なくされてい 
b」こととの間に因果関係が存在する可能性があれば．重大事態が発生したものと扱うニと． 

（注3) 「いじめ防止等のための基木的な方針」 （平成 25年10月11日文部科学大臣決定、平成29年3月 14日改定）で示されているように、児童生徒や保護者からいじめにより重大事態に至ったという申立てがあったものについても、重大事態の発生件数とするこ’, 
と 

「重大な被害の梅様」にっいては、最も重大と考えられるものをーつ通択して回答する． 

「調査状況」について、令和4年度中に発生した「重大事櫨」のうち、国査主体が決定する前に令和5年度になったものは、 「餌査中の件数」とすること． 

1件の「重大事態」が、法第28条第1項第ュ号及ひ同第2号の両方に蹴当する」昌合は、それぞれの項目に記入すること． 

一．「 I3) 注第28条第1項に規定する「煎大事歯」の瓜査主体」について、令和4年度中に発生した「重大事態」のうち，■査主体が決定する前に令和I年度になったものは、 I (3) 法第28条第ュ項に規定ナる「重天事態」の餌査主体」は、一「重大事態の発生件
政のつら、円査主体を検酎中の件散」とすること． 

「調査を行うための組無が餌三者のみで憎成されている件散」の「第三者」とは、当敵いじめ事案の関係者と直被の人間関係又は特別の利害閲保を有しない者をレ、う．したがって、ニの件数には、学校や牧育委員会軸職員が桝成員となっているものは含まれなレ、． 

・ ノ 
学校11頁 令和4年度児宣生佳の問鳳行m・不畳校等生羨歯導上の舗謙鳳に闘する請査 

（注3)  

（注4)  
(t 5) 

（注6)  

（注7)  
、  

(5 8) 



いじめとして認知していた いじめとして認知していなかった 

・

一
 

中学校 

高等学校 

特別支援学校 

うち、・法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事

態」の発生 

うち、法第 
28条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事

態」の発生
件数 

(1）いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定する「重大事態」について 

C4) 重大な被害を把握する以前めいじめの対応状況 （件） 

※（注9)参照 

調査票上、 「いじめ防止対策推進法」を「法」と記載する。 

[5〕法第2'8条第1項に規定する「重 

請舞3.1 難管競籍纏晋 
結果について調査,（再調査）．を行った件
数（件〕 

いじめに該当し得るトラプル等の・ 
‘情報がなかったー 

区 

小学校  

うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事

態」の件数  

うち、法第 
28条第 1. 
項第2号に
一規定する 
「重大事

態」の件数  

うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事

態」の件数  

うち、法第 
28条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事

態」の件数  

うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事

態」の件数  

うち、法第 
28条第1 
項第2 号に
規定する 
「重大事

態」の件数  

うち、法第 
28条第1 
項第1号に 
’規定する 
「重大事

態」の科撒  

うち、法第 
28条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事

態」の件数 

いじめに該当し得るトラブル等の
情報があった 

地方公共団体
結果について
た件数 

纏驚纏). 

『
 

(注9 I 4) *tfltS j*鱗総 fl 灘筆窯*ir. 1(2) 28 舞撫 1L'k , r 雄iJ C)Lt 舞繊擁熱r*IUft 驚 'CV L畿続 CtIt 

し獣ltj、臨欝異鷲た年度が丁重大事態」調査を実施した年度とは異たる場合であっても重大な被害が生じた疑いがあると把握する以前にレ、じめとしてやしていた揚合には「いじめとして認知 

(注1o) た 1 (5) 181讐難j Ij$j C)誌 1驚3 0讐2t11813 1 2I 警 1WC)W 熱E1野2, 1$4年度に再調査し‘ 

り 

学校12頁 令和4年康児童生徒の問姐行助・不豊校等生徒指導上の諸課嵐に関する飼査 



暴力行為の発生学校数、発生件数等 

区分 

（校） 

(1）、学校総数  

（校） 

(2）発生学校数  

（件） 

(3.)...発生科敬  

（人） 

(5・） (4）のうち、 
(4) 加害児童生徒数 2回以上の暴力行為を 

‘ 行った児童生徒の人数 

合計 

暑“ーー ‘①対教師暴カ 

小学校 ②生徒間暴力 

③対人暴力 

④器物損壊 

合計 

①対教師暴力 

中学校 ②生徒問暴力 

③対人暴ガ 

④器物損壊 

合計 

0
 0
 0
一0
 0
0
 
0
 0
 ①対教師暴力 0
 

一~ー「’ 

②生徒間暴力 

③対人暴力 

④器物損壊 

（注1) 「発生件数」の欄は、‘区分一とに延ぺ数を記入する。 

（注2) 「加害児童生徒数」 の欄は、各区分ごとに実人数を記入する。 

（例）1人の加害児童生徒が対教師暴カを1回、生徒間暴力を2回起こした場合、以下のとおりとなる。 
(3） 発生件数 
(4) 加害児童生徒数 「合計」 ：1人（手入力）、 「の対教師暴カ~ :1人‘ 「（ゴ）生待間暴カ~ ・ 1人 

（注3) 「生徒間暴力」について、加害・被害の別が判明しない児童生徒がいる場合には、加害児童生徒数に含めること。 

（注4） 在籍児童生徒が起こしたものであることは明らかであるが、加害児童生徒を特定できない場合についても計上すること。 

2.. 学年別加害児童生 

区分 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6 年生 合計 

小学校 1 2 3 
ー中学校 . - L 

‘ ・ ‘ 一ーーー 
一

ーーーー 
一一

ーー 0 
高等学校 占 ンーーー 二ー一一 0 

0
 0
 

h乙
 1
 

回
人
 （注3)  

（注4)  この場合、発生件数1件、加害児童生徒数0人となる。 

高等学校 0
 

・G王 lJ 美人致を記入すること。各学校種の「合計」の人数は [1．暴力行為の発生学校数、発生件数等」の （4）加害児童生徒数」のうち、各学校種の I合計」欄の人数とー教するようにするこ
と。 

（注2）高等学校定時制課程等の4年生以上は、 4年生として扱うこと。単位制については、入学年度を1年次として、1年次、 2年次、 3年次'4年次以上をそれぞれ1年生、 2年生、 3年生、 4 
年生として扱うとと。 

学校2頁 ‘ 令和S年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 ． 



一 3』加害児童生徒への特別な対応 

' （件） ※昨年度．と変更になった償り訴を赤字で記しています。 

区
 
分
 

 
(1・）小学校 (2） 中学校 (3）高等学校 I 

①スクールカウンセラー等の相談員がカウンセリン・グを行った。 

②校長、教頭が指導した。 4 

l’ . 
'"'41 

，’ 
' 

③別室で授業等を行った．、ー ※（注4)参照 
"
  

④年度途中に学級替えをした。 ・；」・．‘‘に、
1;.f‘ら，, 

①～④計 4 '’・ 0 0 

退学・転学 
⑤懲I虎処分とし七の退学 ※（注 5)参照 

「
 
‘
 

「
  

【
ー
ゾ

・
 
 

．
‘
 
」
 
 

，
 

・
 
 '

 '
 
 

⑥その他．. ' 箆」注5)参照 ‘ 、 “． , ‘ ・ ‘ 

⑦停学 一“ ー※（注6)参照 
一ー

ーー一
ーー 

一ー者一 了、 l' 

⑧出席停止’ ※（注 7.)参照 A i ジ I・ ー 二一一ー喫 
⑨自宅学習・自宅誌慎 一ーーンーーー一 ンー．・一ー七ー 

一 ・ ・ ’ ，, 

に ‘』“ '‘ ・ 二‘ 

⑩訓告 ‘・ ‘． ※（注 8）参照 
一
 ・
 
・
 

い
  

’オ 
I ‘ . 

か
 
叫
 

 
0 0 0 

⑩保議者c‘の報告 4 
「

『
  ⑩被害児童生徒等やその保膜者に対する謝罪の指導‘ 4 

一
  

⑩関係機関等‘ 
との連携 

ア”警察等の刑事司法機関等との連携 
」‘ 

. . ' ' I 

イ 児童相談所等の福祉機関等との連携 
・二 

・‘ 
‘一二 

病院等の~匠療機関等との連携 
" 

その他の専門的な関係機関との連携 
.' L 

・ 

地域の人材や団体等との連携 

@～⑩計 8 0 0 

計
  

12 0 0 

（注1) 複数選択を可とする。 

（注2） 個々の暴力行為にフいて、加害児童生徒への刈応として実除に行ったもので、該当する項目を是生件数ニとに還択すること・ 

（注3) 1件の暴力行為で複数の加害児童生徒がいた場合でも、・対応として実際に行ったもので旅当する噴目に，そ札モれ「」」を君トーヒりーること。 

（注4）・「③別室で授業等を行った。」とは、被害児童生徒を守る観点から当紘児童生予セとは別の教室等で一時的に授誰等を行った場合【ニ甘ト Lり二る。 
単に事実確認等めために別室で話を聞き、この除に指導したis &-1除くこと。 

（注 5)言曹議g窺撚鴬議繊嫌鷲襲簿纏繁響2 i牛雛緩 I)!i E L.rIitIf1 Ic '&1 L-Cci)fl留IijV) It1ttj )F 緊Li:-c l:飴? hQ)k''ひ学校 

翻，r jごと昔慧議纂鷲鷲緊議 XI 4驚0 $誌t)姦 :j ニとを明示とて行ったものをいう。 

（注 8) 言●難誠島難誉校数育法施1テ規則箭26条に定めるI勘戊処分と Lての「訓告」であることを明示して行ったものをいっ。事実上の懲戒ともて行われる単なる「叱 

学校3頁 ． 令和5年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



調査正 小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校におけるいじめの状況等 
‘鳳入に当たっで 

~ (1） いじめの定務 

I .「いじめ］とは、「児童生徒に対して、当骸児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（イこノターネットを通じて行わ 
Iれるものを含む。）であって、当骸行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」 （いじめ防止対策推進法（平成25年法律第71号）' （以下「法」という。‘)‘第2条第1項）をいう。なお、起こっ 
~た場所は学校の内外を間わないd 「いじめ」の中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められ、早期に警察に相談することが重要なものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重木な被害が生じるような、直ちに 
I警察に通報するどとが必要なものが含まれる．これらについては、教育的な配慮や被害者の意向への配慮の上で、早期に警察に相談・通報の上、警察と連携した対応を取ることが必要である。 
i 

i (注 1） 個寿の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的．形式的に行うことなく、法が制定された趣旨を十分踏まえ、行為の対象となった者の立場に立って行うこと．特に、いじめには多様な態様がある 
l ‘一 1 ことに鑑み、いじめに該当するか否かの判断に当たり、定義のうち「心身の苦痛を感じているもの」との部分が限定して解釈されることのないようにすること（例えば、いじめられていても、本入がそれを 
~ ・否定する場合が多々あることを踏まえ、当該児童生徒の表情や様子をきめ細かく観察するなどして確認する必要がある・）・ 

~ （注2) 「一定の人的関係」とは、学校の内外を間わず、同じ学校．学級や部活動の児童生徒や、塾やスポーツクラプ等当肱児童生徒が関わっている仲間や集団（グループ）など、当骸児血生徒が有する何らかの入 
I 一一的関係を指す。 

~ (注 3) 「物理的な影響を与える行為」には、身体的な影響を与える行為のほか、金品をたかったり、物を隠したり、嫌なことを無理矢理させたりすることなども含まれる。 

~ (Z4) 「行為」には、 「仲間外れ」や「無視」女ど、直接的に関わるものではないが、心理的な圧迫等で相手に苦痛を与えるものも含まれる。 

I （注5) けんかやふざけ合い、暴力行為等についても、背景にある事情の調査を行い、児童生徒の感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判断する。 
~ その他、本調査の記入に当たっては、 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諾課題に関する．餌査 回答にあたっての留意事項」の‘「いじめの状況」に関する脱明を十分に参照すること。 
i 

~ (2) 「いじめ」の中には当然、暴力行為に該当するものもあり、その場合には、暴力行為の状況の「生徒間暴力」の件数にも計上すること。 

~ (3） いじめる児童生徒といじめられた児童生徒が異なる学校に在籍する場合、原則として、1. 3、 4S 5. 6. 7、 8 (2）のいじめられた児童生徒の状況についてIえいじめられた児童生徒の在籍する学校 
~．」 ‘ が記入し．8 (1）のいじめる児童生徒の状況については、いじめる児童生徒が在籍する学校において記入する．2については、曹察に相談、通報した学校においで記入することとして、学校間で連携，を取り 
I つつ記入すること。その際、いじめる児童生徒、いじめられた児童生徒双方が相談・通報した場合については、いじめられた児童生徒の在籍する学校が記入することとする。 

I  
L一 

（注1） 「 (.2) 認知した学校数J には、令和 5 
乙4一ノ，、J,，~」ー， ”“~~ ，一，.. t l一 

年度間において、上1 
，.1一 ．、‘+ ， 」11 り 「 ノ ，, 

己の定義に該当するいじめを1件以上認知した埋 
"，‘一， ー，、J、， 、~」~．‘ー‘ ‘ー，Lエ 八~一 ー ,，一~■■,ー」．、‘、ー一 

I合、 「1」を記入する．複I 
L．コJ，、己r",ー“，立~一，1 、1 

（注1) 「（2）認知した学校数J には、令和 5年度間において、‘上記の定義に該当するいじめを1件以上認知した場合、 11」を記入する．複数の学校の児童生徒に係るいじめについては、いじめ嘗雲けた児童牛 
・’徒の在籍する学校どとにそれぞれ丁校と扱う。 1(3 認知していない学校数」には、令和 5年度間において、上記の定義に該当するいじめを一切認知しなかった場合、 Ii」・を記フげる。商等字校の金足

併置校や通信制併股校等においては、全日制、定時制 通信制それぞれ1校として別々に計上すること。 

（注2)J 「認知件数」には、令和 5年度間において、上記の定輪に該当するいじめを受けたことが認知された児童生徒ごとに1件として数える。この際、同一の児童生徒が異なる時期に別の児童生徒からいじめを

受けていても1件として扱う．なお、いじめる児童生徒が他校の者である場合や特定できていない場合であっても、認知件数に含めること.高等学校の全定併置校や通信制併般校等は、全日制、定時制、通

信制それぞれの数値を合計したものを記入するこ・と. 

し」 

).','jO)驚磐編長驚器舞響器欝環癖訂誹 u-c11t:t製毅醸姦護鍵醜禁気罷離耗】、る児童生徒の生命、身体又は財産に’大な被害が生じるよう松事案等、 

鷲ぎ報講解獣鵠讐離雛S 服.霧瓢難騒銃綴讐線盤誌？を記入すること・ 

I．いじめを認知した学校数、いじめの認知件致 （校） （校） （校） （件） 

区分 
, 

(1）学校総数 (2) 認知した学校数 3
 

て
 
し
 
な
 
い
 

認
学
 
知

校
 
し

数
  

,(4) 認知件数 

小学校 1 1 5 

中学校 
、 

0 」 ． “ 」 ‘ 一 ． ‘ 
,! 

'" 

高等学校 0 
~ 

J 

特別支援学校 0 、 

‘ 

・ 

’与・， , , ‘・ 

，警察に相談・通報した件数 （件） 

区分 
いじめの認知件数の・うち、 
警察に相談・通報した件数 

小学校 0 

中学校 

高等学校 '
 
I
 

'
 
 

特別支援学校 
'
  

（注1) 「いじめの認知件数のう・ち‘誓察に相談．通報した件数~は、犯罪行為ンして取 r 

学校4頁 令和5年度児童生徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の譜課駆に関する調査 



3にいじめの現在の状況 （件）ー 

区
  
分
 

L
 
 !

 
 

(1) 
解消しているもの 

'（日常的に級察継続‘中）, 

'
'
  '
  

く
向
  

”
」
 

 
脅
 
に

・
 
消
 

!
  

l）・ 

,て取組中 (3) 4
計
 いじめを認知してから 

3か月以上経過 
しているもの 

いじめを認知してカ・ら 
3 か月 

経過してい女いもの 

ぞの他 ～一 二 

※（注 3)参照 

小学校 ー 5 5 

了 中学校 , ‘・； .0 

畔
．
 
雑
 

・ 
’ 

" . : 、’ 
’り 

， . ． ・一 
‘ . ． 

・ 
マ‘ ‘・ ’ ・ り二 . ．  「 0 

特別支援学校 
一 

一 I ” 了． ・ ‘ 
. 

． 

・ 

・ ’ 

0 

1) 「いじめの現在め状況」については、令和6年 3月31日現在の状況を学校種ごとに記入ずること。なお、卒業をもって直ちに 解消してりるもの」と計上することがないよう留意する子と。 

〔注2) 「解消している」状態とは、少なくとも次の 2つの要件が満たされている必要がある。ただし，これらの要件が満たされる場合であっても、必要に応じ、他の事情も勘案して判断するものとする。 

①．いじめに係る行為の解消； 被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む.）が止んでいる状態が相当の期間継続しているとと。この相当の期間

とは、少なくとも 3か月を目安とする。ただし、いじめの被害の重大性等からさらに長期の期間が必要であると判断される場合は、この目安にかかわちず、学校の股置者又は学校いじめ対策組織の判断
により、より長期の期間を般定するものとする． 

② 被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと； いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児童生徒がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認め‘られること。 
被害児童生徒本人及びその保護者に対し、・心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認する． , 

（準3） いじめの問題による就学校の指定変更、公立から私立、私立から公立などの転学や退学等， (1) 、 (2）に該当しないものは 1(3）その他」に記入すること。 

（注4） 各学校種の「 (4) 計」の権の件数は、 Ii．いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれ一致するようにすること。 ー 

（注5) 高等学校の全定併置校や通慣制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの教値を合計したものを記入すること.  

4．いじめの認知件致の字年別内訳 

区 ‘ 分 (1)1年生‘ (2) 2年生 (3) 3年生 (4)4年生 (5.) 5年生 (6) 6年生 '(7）計ー 

小学校 4 1 5 

中学校 一 ・t 

- 

ーーーーーー ~七七七二 二ンーニ一ーーl 0 

二高等学校 
」
 
 

一
 
 

二 “ 、 

- 

1 ーンンニニー ーーンニ一17 0 

特別支援学校 

小学部ー‘ ’． 一 
古 
, 一 

‘ 、 ― ・ 
ー「

' ' ‘ 与 ‘ 
~ ‘ 

』 ’ ” 苫 
' 

' ' ' ' 
・ ’ 

- 

0 

，中学部 
‘一一一一一一一一一―一 三ニ二 一一ーーー 二ーーー「1 0 

高等部 ,， 
' 

' 

一一
ーーー ~ーでプ三 0 

（注1） 高等首 ’校定時制課程等の4年生以上は、4年生として扱うこと．単位制にっいては、入学年度を1年次I どして、 1年次、2年次、13年次、4年次以上をそ」 1ぞれ1年生、 2年生、 3 年生、4年生としで扱う 

と。全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること. 

（注2） 各学校種の「 (7)‘」の欄の件数は、 11，いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれー致すること。 
（特別支援学校においては、小学部・中学部・高等部の合計が、 Ii‘いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の特別支援学校の件数とー致すること．) 

学校5頁 令和5年度児童生徒切問題行動・不豊校等生徒指導上の舗課題に関する調査 



内 

訳 

5．いじめの発見のきつかけ 

(1）小学校 (2）中学校 (3）高等学校‘ (4）特別支援学校 

1 ,' 

1 

3 0 0 0 

1 

1 

1 

5 0 0 0 

区分 

学校の教職員等が発見し冗‘ 

学級担任が発見した。 

学級担任以外の教職員が発見した。、 
（養護教論、スクールカウンセラー等の相談員を除く。） 

養護教諭が発見した。 

スクールカーウンセラー等の相談員が発見した。 

アソケート調査など学校の取組により発見したり 

学校の教職員以外からの情報により発見した。 

内

・
訳
 

本入からの訴え 

児童生徒‘．（本人を除く。）からの情報 

地域の住民からの情報 

保護者（本人の保護者を除くp）からの情報 

当該児童生徒（本人）の保護者からの訴え 

学校以外の関係機関（相談機関を含む。）からの情報 

その他（匿名による投書など） 

計 

I 」 

（注1) ：各学校種め「計」の欄の件数は、 Ii. いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれ一致するようにすること。 

（注2) 「学校の教職員等が発見した。」か「学校の教職員以外からの情報により発見した。」のいずれかを選択し、内訳について該当するものをーつ選択すること。 

（注3)’ 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

一学校6頁 令和5年鷹児童生徒の問題行勤・不登校等生徒指導上の諸課題に関する規査 

．’ 



（件） 

区分 (1）小学校 

7. いじめの態様 

計 

(4）特別支援学校 (3）高等学校 '(2）中学校 

0 0
 

0
 

冷やかしやからかい、悪ロや脅し文句、嫌なことを言われる。 

仲間はずれ、集団による無視をされる。 
~ 

軽くぶつかられたり、遊ぷふりをしてたたかれたり、蹴られたりする。 

“ひどくぶっかられたりたたかれたり、蹴られたりする。 

金品をたかられる“ ' 
二―-―ニーーー一ー一ーーー一一一一一一ー一ーー一一――一ーー 

金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てら‘れたりする。 

嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 

パソコンや携帯電話等で、ひぽう・中傷や嫌なことをされる0 1  

その他 

2 

1 

R l．、I'H、ムhナーI巨音止f主m粕量兆nY】糾 （件） 
一
 
一
 
一
 

一
 

 
粉
 

 
(1）小学校‘ I .( 2）中学校 3

 
高
 
等
 
学

一
 
校
 

 "
  

(4）特別支援学校 

学 級担任に相談した。 5 ‘ 
・ 

, 

』  

ー 

' 

学級担任以外の教職員に1目談した（養護教論、ろクールカウンセラー等の相

談邑キ除く一、 

養護教論に相談した。・ 
・ 

、 

, r ' 
' ' 

, 
・1 

スクールカウンセラ一等の相談員に相談した。 与
・
 

ゾ
 

ー
  ー ” ‘ 

学校以外の相談機関に相談した（電話相談ゃメール等も含む。）。 ‘  戸 
一 

保護者や家族等に相談したb,、 1 、 

． 

． 一 ‘ニい。‘ ’一二一 A 

以
 
」
 

比
  

． 亡 ， ‘. 

・ ’了 

」 “ 

“ ・~ 

，・ 二 

そ の他の人’（地城の人な、ど）‘に相談した。． ‘ 
. .. ' 

' 
‘ 

・ ’' ., 一 

二 ・ ’ ・ , ''.’ 一” 二 

誰にも相談していない。 ，二 

' 
一 
． ’・ ・ 

. 6 0 01 
ーーーーー一ー一ー一ーーー一ー一・ー一ーーーー 

0 

（注1) 複数選択を可とする。 

（注2） 学校が当該児童生徒に対するいじめを認知した時点において、当該児童生徒が誰に相談しているのか、該当するものを選択すること“ 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

・（注1） 複数選択を可とする。 

（注2) 工件のし‘じめであっても、複数の態様に該当する場合には、それぞれの項目に計上すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 
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'8.. いじめの対応状況 

(1）いじめる児童生徒への特別な対応 （件） 

区 分 ぐ1）小学校 （2）・中学校 （3.) 高等学校 ・（ 4)、特別支援学校 
' 

①スクールカウンセラー等q弁目談員がカウンセリングを行った。 

②校長、教頭が指導した。 

③別室で授業等を行った。 ※（注3)参照 

④年度途中に学級替えをした。 

⑤懲戒処分としての退学 ※I注41豊皿 

⑥その他 ． ※I注互〕立照 

退学・転学 

ー一一
ーー ⑦停学 ‘ ※」注旦豊照 

⑧出席停止‘“ ※（注‘6)参照 A 

ー一ーn ⑨自宅学習・自宅謹慎ブ I 

⑩訓告 プー ※（注7)参照 

＠保護者への報告 

師じめられた児童生徒やその保護者に対する謝罪の指導 

ア・警察等の刑事司法機関等との連携 

イ 児童相談所等の福祉機関等との連携 

⑩関係機関等
との連携 ウ 病院等の医療機関等との連携 

ユ‘その他の専門的な関係機関との連携 

オ 地域の人材や団体等との連携 

計 . 10 0 0 

（注1） 複数選択を可とする。 

（注2） 個々のいじめにっいて、いじめる児童生徒への対応として実際に行ったもので、該当する項目を選択すること。 

（注3） 「（③）別室で授業等を行った。」とは、いじめられた児童生徒を守る観点から当該児童生徒とは別の教室等でー時的に授業等を行った場合に計ーElーる。 

単に事実確認等のために別室で話を聞き；この際に指導した場合は除くこと。 

（注4)’ 「退学‘転学」中の「⑤懲戒処分としての退学」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「退学」である三とを明示して行2熱里主ど9二“ー 
「⑥その他」とは、勧奨・申出による退学及び転学である。なお、市町村立学校における「⑤懲戒処分としての退学」の「中学校-t の区分については、甲等取官与ニ1く灰い子Vく
教育法施行規則第26条第3項の併設型中学校のみが想定されている。 
公立学校における 「特別支援学校」の区分については、高等部のみが想定されている（丁⑦停学」及び「⑨自宅学習・自宅謹慎」についても同じJ 。・ 

（注5) 「⑦停学」 とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「停学」であることを明示して行ったものをいう。 

（注6) 「⑧出席停止」とは、学校教育法第35条、第49条又は第49条の 8 に基づく措置をいう。 

（注7) 「⑩訓告」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分と・してめ「訓告」であることを明示して行ったものをいう。事実上の御戊としで行われる単なる「叱 
I 責」等はこれに含まない。 

（注 8）直笠坐校0)全定佐置捻生通信制貸設校笠建ュー全且劃ュ』瞳制ュー通信劃士れ王れ61)数値を金赴したあ皿主1己入土益に上』ー 
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'(2）いじめられた児童生徒への特別な対応 
「
 

 
区
 
分
 

 
(1）小学校 (2) 中学校 (3）高等学校 (4) 特別支援学校’ 

①スグーノ1ビカウンセラー等の相談員が継続的にカ
ウンセリングを行った。 

・
・
，
 
 

・

，
 .
 
 

1
 
'
 
 

・
 

．
 ■

一
 
．
 

 

二， 

'L,' 
~ 

,'. .・‘ 
,， ・， 

， ” 

男難織麓讐教職員カ附くなどして、‘ム身 

⑧緊急避難として欠席させた。 

1 ・
・
 
．
 

 

J

，り
 

・
 
一
 

…
，
 

 

一
 
・

・
 

・
 

】
 
 

『
 
，
 
 一

 
 

・
 

・I
 ．

 

…
 

‘
 
 

“
 

・
・
 
 

'
 

‘
 

り
 
 

『
 
，
 
・
 

，
 
 ,

 
 '

 
 ・

 
 

、
 

 

'
 

I
 

・
 ‘

 

'
 
l
 
J
 

 

・

一
 

い
  

,
.
 

.
 

.
 "

”
 
・
・”
 

・
‘
 

 

・・
、h

ザ
・
，・1

 
 

J

・
 
中

1
】
【
 

・
 
一
 

 

，
 ・

 
！
 
‘
 

'
 !
 

"
'
 
 

一
 

一
 

・・
》
 
 

・
 

、
・
 
ー
 

」
・
 ・

し
に
 

一
 
・
 

・
 

・
 

④学級担任ゃ他の教職員等が家庭肪問を実施し
た。 

，り 
. 

I ' ' 
― 

・ ’ 'I ‘・ 

⑤年度途中に学級替えをした。 
'
 
 ，

・
 
 

、
■
 
 '

!
 

・
 
1・
 

・
 

，
  

一
 

・
 
 

， ・’‘一 

‘ 

,' 

■ 

、 
,, 

‘．二 

》
 

!'
 
 

・
 

・
 
ー

，
 ・

 
 

‘
 

一．
 
 

一
・
 
・
 ‘・

 

・
 

‘
・
 
 

「
 

．
・
・
 
 

.
 
 f

  

⑧当骸いじめにっいて、教育委員会と連携して対 
応した。 『 ． 

‘ 
、 

、 

ー
  

と）児童相談所等の関係機関と連携して対応した。 
（サポ一トチームなども含む。）ー 

,
 
 

●
 

．
 
 

r
  

…
 

・
 」
 

 』
 
 

・
 

・
 

」
  

計 1 0 0 0 

（注1） 複数選択を可とす，る。 

'（注2） 個々のいじめについて、いじめられた児童生徒への対応として実際に行ったもので、該当する項目を選択すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 
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9．学校におけるいじめの問題に対する日常の取組 ※昨年度と変更になった簡所を赤字で記しています。 

（校） 

区 (1）小学校 (2）中学校 (3)i高等学校 (4）特別支援学校 
~ 

’ 
・ 

①一1’職員会議等を通じて、いじめの問題にっいて教職員間で共通理解を図った。 1 1 

一 

( 
①12 いじめの問題に関する校内研修会を実施した。‘．’※・（注4)参照 0 

' , 、 

②道徳や学級活動の時間にいじめにかかわる間題を取り上げ、指導を行った。 1 

③一児童・生徒会活動等を通じて、いじめの問題を考えさせたり、児童・生徒同士の人間関係ゃ仲
間作りを促進したりした。 1 

,I 

④スクールカウンセラー、相談員、養護教諭を積極的に活用して教育相談体制の充実を図った。 1 
． ・ ‘ ， 

'‘ ， 二 
・ ． ‘ い 

一 、 ’・‘ 

／
談
 
に
 
っ
 
い
 
の
 
っ
 

⑤
 
教
 
育

・
 
相
 
の
‘
 
実
 
施
 
て
 
学
 
校
 
以
 
外
 
相
 
談
 
窓
 
口
 
の
 
周
 
知
 
や
 
広
 
報
 
の
 
徹
 
底
 
を
 
図
 
た
 

 
1 

', 

' 

'' 

・

■
 
 

、
，
」
 

 
．
 」

 
 

【
  一

 
 

⑥ 学校・・警察連絡員の指定を行った。※（注5〕参照 -o ; 
; ’, 

⑦ 学校いじめ防止基本方針をホームページに公表するなど、保護者や地域住民に周知し、理解を
得るよう努めた。 0 

'’ ー 

I， 

‘I 

・ ‘ ' 

' 

二， 

，一一ー一ーーーーー― 一ー~一ー一ーー一 

⑧ PT'Aなど地域の関係団体等とともに、いじめの問題にっいて協議する機会を設けた。 

⑨ いじめの問題に対し、警察署や児童相談所など地域の関係機関と連携協力した対応を図った。 

・ 

. 一 

一ーーーー~ー 

⑩ インタ一ネットを通じて行われるいじめの防止及び効果的な対処のための啓発活動を実施し
た。・ 1 

,; 

・
 

、
 

 
】
 
 

・
 

■】
 
 

⑩ 学校いじめ防止基本方針が学校の実情に即して機能しているか点検し、必要に応じて見直しを
行った。 1 

J. 

・ ‘ I 

⑩ いじめ防止対策推進法第22条に基づく、いじめ防止等の対策のための組織を招集した。 
, ※（注 6)参fl 

1 
』
  

計 8 0 0 0 

（注1) 複数選択を可とする。ただし、1校において、同じ区分の取組を複数回実施している場合でも、1校と数える。 

（注2) 適笠坐校皿金定糞遣校聖通信制佐設弦笠t並e'tI.』旦劃ュ主寧制'」画猛制玉れ玉れユ弦とーL c53L ーに丑上土互こ上』― 
一（注3） いじめを認知した、 認知していないにかかわらず、全ての学校において回答すること。 ・一 

（注4) 選択肢「①一2 いじめの問題に関する校内研修会を実施した。」における研修会については、いじめの問題に特化して実施した場合も、一生徒指導等の研修の中でいじめの問題にも触
れて動匝した場合も計上すること。 

（注5) 警夢との日常的な情報共有・相談体制を構築するため、学校・警素双方において、連絡窓口とむる担当」危員について指定した島合に片トIーりーること。 

（注 6プ雄難寿嘉議鶏畿讐驚2 2j-5<.笹望響難驚鑑恕讐I購駿、 j J'Cnf< 協貧 Q-t' *勢「H-c < -* 
取組等のために、この条文に基づく組織を招集した場合に計上すること。 

学校10頁 令和6年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



10 いじめの日常的な実態把握のために、学校が直接児童生徒に対し行づた具体的な方法について・ 

(1）小学校 

（校） 

(4）特別支援学校 (2)中学校 (3）高等学校 

区‘ 分 いじめを認知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

いじめを認知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 
いじ発譲知しIし署識畷ノ 

(A) 

いじめを認知し
た学校・“ 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

'.4 

(1）アン 

(2）個別  

ケート閥査の実施 

① 実施頻度

※（注5)参照 

② 調査方法

※（注 6）参」員 

③ 回答方法

※（注 7)参照  

年1回 

年2-3回 

年4回以上 

ア’記名式 

イ 無記名式 

・ウ 記名・無記名の選択式 

学校で記入 

持ち帰って記入 

H I 

面談の実施 

1
 乍 ''  1 

1 

1
1
"
'
 

'. :' 
'I ト， l'' 

1 

． ‘ 

、 

( i. ""  ' 

I ー ‘． 

I  

・

v
 

、I
・
‘'
'‘
・
・
か
・
・
‘
…
・4
'
r
・
ー
・・I
 

」
 

、
 

(3）一「個人ノート」や「生活ノ＝ト」といった 
’ような教職員と児童生徒との間で日常的に
行われてい戸日記等 

(4)家庭訪間 

(5）その他． . 

(6)J- 3 0 0 0 0 0 0 0 

一一雄1)m六正あ蓄穂知て天事種薮二下で可あ葱石秤薮iで瓦て V'I)可露石て王乏向唇亡天事衰亘 (A) ,二正可要認面て〒i奄可要面唇tだ￥校は (i E毛五でIi記天ナると’ 
と。 

.（注2)“複数選択を可とする。ただし、1校において、同じ区分の取組を複数回実施している場合、1校と数える。 

（注Ia） いじめの実態把握のためだけに行ったものでなくてもよい。 

（注4) 高等学校の全定併置校や通信制併設校等にお、、ては，全日制、定時制，通信制それぞれ1校として別々に計上すること一 

（注5) :1 (1）アンケート調査の実施 ①実施頭度」について、学年によってアンケート調査の実施回数が異なる等、学校内の実施頻度が異なる場合は、特定の児童生徒だけに複数回実施す 
・るなどの学校として日常的な実態把握とはいえない場合を除いて、回数の多い方で数える。 

t注6) r.(i）アンケート調査の実施 ②調査方法」については、年間に複数回アンケートを実施する場合においては、複数選択を可とする。また、 「記名・無記名の選択式」とは、記名と 
.；するか無記名とするかをアンケート記入者が選択できる方法を指す。 

（注7j・ 「 (1）アンケート調査の実施 ③回答方法」については、年間に複数回アンケートを実施する場合においては、複数回答を可とする。 

学校H頁 令和5年度児童生徒の問題行，・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 

0 0 

3i芭毛tLでILEAナるこ 



11．いじめ防止対策推進法に関して 

(1）いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定する「重大事態」について 問査票上‘ 「いじめ防止対策推進法」を「法」と記載する． 

区 
分 

発
生
し

た
学
校
数

（
校
）
 
 

[
1
〕

法
第

2
8
条
第

1
・
項
に
規
定

す

る
「

重
大

事
態
」
が
 

・

定
  

r」
 

●
上
 
 2

 
法
 
第
 

2
 
8
 

条
 
第

・
 
項
 
に
 
規
 
す
 
る
 

r
 

重
 
大
 
事
 
態
 

J
 

の
 
発
 
生
 
件
 
数
 
淋
 

、
  

〔31 法第28条第1項に規定する「重大事態」の調査主体・（件） 

っ
い
て
 

※
第

1
  号
重

大
事
態

の
発
生

件
数
 

①‘うち、法第28 
条第1項第1号に規定する「重大事態〕に 

・ 
②
 
う

t
 定

す
る
 

※
第

2
  号
重
大

事
態
の

発
生
件
数
  

,、法第28条第 1. 項第 2 号に規 
「重大事態J にっいて 

当該学校が調査主体となった件数 
当咳学校の股遣者（当該学校以外）が調 
査主体となった件数 ・ 散 

調査主体を検討中の件 

、様 
ア 重大な被害の態 

イ 調査状況 ア 調査状況 
うち、法第28 
条第ュ項第1
に規定する「重
大事態」の発生
件数 

号 
うち、法第28 
条第ュ項第2
に規定する「重
大事態」の発生
件数 

号 
うち、法第28 
条第ュ項第1
に規定する「重
大事態」の発生
件数 

舟 
うち、法第28
条第1.項第2
に規定ずる「重
大事態」の発生
件数 

' 
号 

う
法

8
1
l
規
る

1］
ノ態
  

、
 2
第
第
に

す
重
‘
の
件
 

ち
第
条
項
号

定

r
闘

J
生
数
 

ち
$
2
.
餅
餌
＼
計

r
j
 ゆ
難
数
 

う
法

8
1
2
規
る
司
ノ態
発
 

・
 

・
 
 

（
ア
〕
 
 
生
命
  

（
イ
）
 
 
身
体
  

（
ウ
〕
 
 

精
神
  

（
ュ
〕
 
 

金
品
等

‘
 
 

（ア）‘調査済みの件数 2
 調

査
中
の

件
数
  

（ア）調査済みの件数 2
 醐

査
中
の

件
数
 

蘭査の結県 調査の結果 

ち
査
う
の
が
者
で
さ
い

誇
  

、
を
た
組
第
の

構
れ
る

女
 

う
調
行

め
織

三
み
成
て

f
」
 
 

、
を
た
組
第
・
の構
れ
る

女
 

龍

銘
讐
誕
秘
 

 

、
を
た
組
第
の

緋
れ
る

女
 

ち
査
う
の
が
者
で

さ
い
鵬
 

一
 

う
調
行
め
織
三

み
成
て

f
 

一
 

うち、 
調査を
行うた
めの組
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 

‘、じめ
が破認
された
もの 

いじめ
が確認
されな
かった
もの 

め
認
た
 

い
が
さ
も
 

じ
確
れ
の
 

いじめ
が確認
されな
かった

もの 

小学校 0 
1ぐ二，’叱’ 

' ' 

、 

I 

% 

'' 

1' 

nり 

, 

,, ． ・ 

, 

占 

“ 

~” 「~’ ‘、‘~ か 

1 

中学校 ご 7 

' ,'．' 

ーーーーー~ 

1 一‘ 

・ ‘ 」 

’三 ~ 一一 

プ
 

一
 
 

1 ーーー ー一 ~ 
~―ー 

ーー~ 

一 

り 

l 

1 
h 

' 
S 

高等学校 
- ' 

, ! 

、, 
‘

．
 
 

サ
  

」！
 
 

I 

‘ 」 f; 
・、 J 

．」ー：一 一二一 一 

， ’ 

特別支援学校 

三―一 
一 二ーー と 

7 ‘ ・‘ で― 
ーー 

一 」―二― 一 

1書綴8i議鷲 15職謙擢＆讐畏鯵騒兼緩唯命簿笑げ 0)驚響醜rw,-2k) I 競％報)1.,1 'T賛At変1 (鶴 s畿81 登発 II難 J 0)5計.5- ォェ終了したものだけでなく,調査が継続しているものも計上するこ 
と． 

（注2) 一挙警7 旦条夢l項貧1号に規定する 「重大事態」は「いじめにより当ま学校に在籍する児電等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」、同項第2号に規定する「重大事態」は「いじめにより当該学桝こ在籍する児童等が相当の期間学校 

：簿I)L1 9 j ,.5 羅It 議瀞蕪議麗藻護I;;i[ 漏lf U*& 証ttItji又は扉妬g在籍元児童等が相当の期間学校を欠席ナるととを余俄なくされてレ、 

（注
3) を． 

 「いじめ防止等のための基本的な方助 （平成25年1。月11日文部科学大臣決定、  平成29年3月14日改定）で示されているように、  児食生佳や保護者からいじめにより重大事態に至ったという申立てがあったものについても、  重大事雌の発生件数とするこ 

（注4） 「重大な被害の旭様」については、最も重大と考えられるものをーつ選択して回答する． 
（注5) 「国査状呪」について、令和 S 年度中に発生した「重大事想」のうち、蘭査主俸が決定する前に令和 6 年度になったものは、 「餌査中の件数」とすること. 
（注 8） ・ユ件の「重大事態」が、法第28条第1項第ュ号及ひ同第2号の両方に議当する掃合は、モれぞれの項目に記入すろこと． 

（注7) “ぜJ”些第？，条第ュ項に規定する匡大事態」の餌査主体」Lについて、令和5年度中に発生した「重大事態」のうち，国査主体が決定する前に令和6年度になったものは、 1(3) 法第28条第1項に規定する瞳大事態」の国査主体」は， 「重大事態の発生仲
数のうち、  調査主体を検肘中の件勤 eす可どと

『ー ー ーー一”ニー ー ’ ’ 、 ”ー ’ 一 ’ '

～ー ー‘一 一ーー ー‘ 一 一’ ーーー “ー 一 ””ー ”」” ー ’ 一 ー ー ー 了“ ー ー ー ー ーー ー ー ー ー  

（注8) 「醐査を行うための組撒が第三者のみで構成されている件敬J の「第三者」とは、当臨いじめ事案の関係者と直接の人聞関係又は特別の利害関係を有しない者をレ、う．したがって、この件散には、学校や教育委員会等の職員が構成員となっているものは含まれない・ 

学校12頁 令和5年度児宣生佳の間’斤助・不馴耕生桂指’上の臨●厘に国する餌豊 



(1）いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定する「重大事態」について 調査票上、 「いじめ防止対策推進法」’を「法」と記載する。， 

区 

分 

(4〕重大な被害を把握する以前のいじめの対応状況 

※（注 9）書照 

（件） 

一 
〔5丁法第28条第1項に規定する「重
大事態」のうーち、同法第3.0条第2項及
び同法第31条第2項に規定する調査の
結果にっいて調査（再調査）を行づた件
数（科り 

' 

いじめとして認知していた 

・

し
 
「
め
 
．

し
 
【
な
 

 
t
 

レ
」
 
し
 
て
 
認
 
知
 
て
 
・
い

一
 
か
 
っ
 
た
 

地方公共団体の長等において調査の・
結果にっいて調査（再皿査）を行っ 

いじめの解消に向けて 
取組中だった 

いじめは解消した
と判断していた 

いじめに該当し得るトラブル等の
情報があった 

いじめに該当し得るトラプル等の
情報がなかった 

た件数 

うち、法第 
28条第1 

，項第1号に 
規定する 
「重大事 

．態」 の発生 
件数 

うち、法第 
28条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事

態」の発生 
件数 

うち、法第 
28条第I 
項第1号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、；法第 
28‘条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事・ 

態」の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、法第 
'2 8条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

二 

’うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、・法第 
28条第1 
項第.2 号に
規定する 
「重大事 

態」の刊撒 
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1 [4] Z 灘灘議鴛難灘識 . FU-rL 5tLt t) 暴識搬繊麟‘麟J 欝 irFLk.幾 j*j醒品 L欝鮮 'C騒 U 競LC1釦 
し空翫】、臨詩讐鷲た年度が、「重大事態」調査を実施した年度とは異なる場合であっても、重大女被害が生じた疑レ、があると把握する以前にいじめとじて認知していた場合には「レ、じめとしt認知 

・た苛講 2磐総讐繋韓 1jEtJ. 讐.1 Q)t. 響 0讐2&t購 3 1 2覧警t 繋穫IK-:k*fl8 U 轟it ( 難)-r. 讐‘跳誉「令和5年度に再餌査し 

学校13頁 令和5年鷹児童生佳の問垣行助‘不畳校等生徒指導上の訪課壇に関する調資 



0
一0
 
0
 0
 0
 

暴力行為の発生学校数、発生件数等一 （校） 

(5)' (4）のうち、 
(1）学校総数 I (2）・発生学校数 （3) 発生件数 (4）加害児童生徒数 2回以上の暴力行為を 

一 ‘ ・ 行った児童生徒の人数 

合計 

①対教師暴ガ’ 

小学校 ②生徒間暴カ 

③対人暴力 

④器物損壊 

合計 

①対教師暴カ・ 

②生徒間暴カ 

一面爵天憂万ーーーニンーーてー―- 
④器物損壊 

合計 

0
 

0
0
 

0
 0  
0 

0
 中学校 0
 

し I 

く 

高等学校  

①対教師暴力 

②生徒間暴力 →ーーづ 

           

           

           

           

           

           

           

  

③対人暴力 

 

0
 

      

  

④器物損壊 

 

0
 

      

 

注1) 発 l・数」の欄は、：各区分どとに延べ数を記入する。 

（注2) 功日害児童生徒数」の欄は、各区分ごとに実人数を記入する。 

（例）1人の加害児童生徒が対教師暴力を1回、生徒問暴力を2回起こした場合、以下のとおりとなる。 ・ 
、一 （ 3) 発生件数 「合計」 ： 3回 C自動算出）、 「①対教師暴カ」 ：1回、 「②生徒間暴力」 ： 2回 

(4) JJp害児童生徒数 「合計」 ：ユ人（手入力）、 「①対教師暴力」 :1人、 「②生徒間暴力」 二 1人 

（注3 ) 「生徒間暴力」について、加害・被害の別が判明しない児童生徒がいる場合には、加害児童生徒数に含めること。 

（注4) 在籍児童生徒が起こしたものであることは明らかであるが、加害児童生徒を特定できない場合についても計上すること。この場合、発生件数1件、加害児童生徒数0人となる。 

加害児童生 

区分 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6 年生 一合計 

小学校 1 1
  中学校 ，に 『〒 ， 

・・ ・ 一 

ブ’ ,' 

ンZ 一ーー
ー一 一．才！ 0 

高等学校 
"’ 

・ 

‘ 」 

ン才 ンー一ー 0 
（注4j 実人数を記入するとと。、各学校種可“I丁「うメ改Ii「1．暴力行為の発生学校致こ発生件数等」の （4）加害児童生徒数」のうち、各学校植の I台計」翻の入奴と一釈T◇よフに丁o 一

と。 二 

（注2） 高等学校定時制課程等の4年生以上は、4年生として扱うこと。単位制については、一入学年度を1年次として、 1年次.2年次'3年次'4年次以上をそれぞれ1年生、 2年生、 3年生、4 
年生と,して扱うこと。 

ノ 

学校2頁 令和6年度児童生徒の周題行動‘不豊校等生徒指導上の諸課題に関する餌査 



．加害児童生徒への特別な対応 

（件） 

区 ‘ 分 一，(1)小学校 ，・ (2）中学校 (3)高等学校 

①スクール力ウンセラー等の相談員がカウンセリングを行づた。 

②校長、数頭が指導したP 1 
J ． 一 

③別室で授業等を行った。 .※（注4）参照 
, 

・ ‘ 
・ “ 

④年度途中に学級替えをした‘ 

①～④計 1 0 0 

退学・転学 
⑥懲戒処分としての退学 ※」賞5ュ豊皿・ 

". 

」 

⑥その他・ 盗〈注皿雀照 
」 

,一 ,I ’一 ‘ 二 

⑦停学 、基皿皿豊皿 I'‘．ーー一ヒー一一 ーーンーーー 
、
 
 

⑧出席停止一 ・ ※（注z）参照 
「
A
  

一
 
．B
  

一
 
 
一ーー一 

⑨自宅学習,自宅謹慎 
ーー

ーーーーー 
一一一

ー 

⑩訓告 
一
 
ー
 

 

⑤～⑩計’, 0 0 0 

⑩保護者人の報告 1 

⑩被害児童生徒等ゃその保蔑者に文」する謝罪の指導 

⑩関係機関等と 
の連携 ,・ 

ア 警察等の刑事司法機関等との連携 ・ プ 
~ 

, 

児童相談所等の福祉機関等との連携 I 
.I ー 

I ' '' 

．‘ 

首長部局等・（イを除く）との連携 ． ・ 

病院等の医療機関等との連携 

その他の専門的な関係機関中の連携 1 
' 

' 

力 地域の人材や団体等との連携 
. I 

,, ' ” 」’ 

、
  ⑩

  
2 0 0 

計 3 0 0 

複数選択を可とする。 

個々の基力行為について‘加害児童生徒への対応として実際に行ったもので、該当する項目を発生件数ごとに選択すること。 

1件の暴力行為で複数の加害児童生徒がいた場合でも、対応として実際に行ったもので該当する項目に、それぞれ I-li を計上するこ‘と。 し 

「（③）別室で授業等を行った.」とは、被害児童生徒を守るかどの観点から当該児童生徒とは別の教室等で一時的に授業等を行った場合に計上する。 
単に事実確認等のために別室で話を聞き、この際に指導した場合は除くこと。 

「退学・転学」中の「⑤懲戒処分としての退学」とは、校長が学校教育怯施行規則第9A条に定める懲戒処分としての「退学」である三とを明示して行盛恕主り2と‘“皿 
．「るれ）荷をぽ了勧糞‘プ策雷 退季笈そ議季〒あ言了秘r吊群i笠革衝義砿 Iる憲戒元券苦LCQ 退季」の I中￥校」の区分については、・中等教育学校及び学 
校教育法施行規則第2.6条第3項の併設型中学校のみが想定されている． 

「⑦停学」 とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「停学」であることを明示して行ったものをいう。 

「⑧出席停止」とは、学校教育法第35条、第49条又は第49条のaに基づく措置をいう。 

「⑩訓告」 とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての 加「告」であることを明示して行ったものをいう。事実上め懲戒として行われる単なる 「叱 
責」等はこれに含まない． 

学校3頁 令和6年度児章生徒の問題行助・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する調査 

（注1)  

（注2)  

(注 3) 

-（注4) 

（注5)  

（注6)  

(注 7) 

(z 8) 



調査且 小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校におけるいじめの状況等 
‘鳳入lこ当たって’ 
1(1)  
L 「し、じめ」とは、 「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒どー定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行わ~ 
~れるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」．（いじめ防止対策推進法〔平成25年法律第 7ユ号）。 （以下「法」という。）. 第2条第・1項）をいうっ‘なお、起こっ~ 
淳場所は学校の内外を間わない．丁いじめ」の中には、犯罪行為として取り扱われるべきと露められ、早期に警察に相談ずることが重要なものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるよ：うな、直ちに I 
！警察に通報することが必要なものが含まれる。これらについては、教育的な配慮や被害者の意向への配慮の上そ、早期に警察に相談・通報の上、警察と連携した対応を取ることが必要である。 
I  
~ （注1） 個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的．形式的に行うことなく、法が制定された趣旨を十分踏まえ、行為の対橡となった者の立場に立って行うこと。特に、いじめには多様馨態様がある I 
I ． ことに艦み、いじめに該当するか否かの判断に当たり、定義のうち「心身の苦痛を感じているもの」との部分が限定して解釈されることのないようにすること〔例えば、いじめられていても、本人がそれを 
I 否定する場合が多々あるととを踏まえ、当該児童生徒の表情や様子をきめ細かく観察するなどして確認する必要がある。）。 
~ 

~ （注2) 「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校．学級や部活動の児童生徒や、塾やスボーツクラブ等当該児童生徒が関わっている仲問や集団（グループ）など、当該児童生徒が有する何らかの人 
! 
】 (注 3）・ 「物理的な影響を与える行為」には、身体的な影響を与える行為のほか、金品をたかったり、物を隠したり、嫌なととを無理矢理させたりすることなども含まれる。 

~ （注4).. 「行為」には、 「仲間外れ」や「無視」など、直接的に関わるものではないが、心理的な圧迫等で相手に苦痛を与えるものも含まれる。 

~ （注5) ’けんかやふざけ合い、暴力行為等についても、背景にある事情の闘査を行い、児童生徒の感じる被害性に着目し、いじめに該当すろか否かを判断する。’ 
~ その他、本調査の記入に当たっては、 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 回答にあたっての留意事項」の「いじめの状況」に関する脱明を十分に参照するとと。 
! 

(2） 一「いじめ」の中には当然、暴力行為に該当するものもあり、その場合には、暴力行為の状況の「生徒間暴力j の件数にも計上すること． 

(3) いじめる児童生徒といじめられた児童生徒が異なる学校に在籍する場合、原則として、 iS 3S 4' 5S 6. 7、 8 (2）のいじめられた児童生徒の状況につし叱は、いじめられた児童生徒の在籍する学校 

が配入し，8 (1)．のいじめる児童生徒の状況については、いじめる児童生徒が在籍する学校において記入する．2については、警察に相談・通報した学校において記Mーるとととして、学校間で連携を取

りつつ記入すること。そP際、いじめる児童生徒、いじめられた児童生徒双方が相談・通報した場合については、いじめられた児童生徒の在籍する学校が記入するとととする。 

1.りいじめを望知した学校数‘いじめの認知件数 （校） （校） （校） （件） 

区分 (1）学校総数 (2) 認知した学校数 3
 

で
 
い
 
な
 

認
学
 
知
校
 
し

数
  

(4) 認知件数 

小学校 1 一 1 0 2 

『 中学校 0 .‘】. プ ‘・ ' : 
高等学校 0 , ， ・二 ・ ‘ '‘ ・ ’ 

' 

プ特別支援学校 0 
！ ・・ー・了 J= ‘ 二 

―~ 

、 
': 

議)6譲議総鷺，覇撚羅 c1(3) iLtJ5 
鱗犠薦撫讐姿鷲*. Ii i 罷誌乳讐智讐昌畿畿鷺 t' L K.ご議 t 望講 7TC2/r '-t. i -uu Iii 

（注2) 

議鷺鷲麟6 鷺 'C5.d,Ut 馨響麟穀競鋳響競欝gu4#-c - ' 計 1 * UC驚熱 :'D.5駿誰欝総粛灘轟鷲豊講醜 C4e iS ff*1S 

2．警察に相談・ 

じやP認知件数のうち、警察に相談．蝋’した件数」は、犯罪行為としそ取り扱われるぺきとkめられる事案や、いじめられてレ、る児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるような事案等、 

、宇校閲与の下、いじめを受けた児童生徒の保護者等が被害届を提出した場合も件数に含める。 

学校4頁 令和6年座児童生徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する餌査 

区分 いじめの認知件数のうち、 
警察に相談・通報した件数 

, 小学校 0 

中学校 
」． ・， ・・ 、 ’ 

高等学校 

特別支援学校 
, 

（注1） 「いじめの認知件数のうち、 
学校が警察に相談・・通報した 
高等学校の全定併置校や通信 

瞥察に相談・通報した件数」は、犯罪行為として取り
件数を記入する。その際、 「認知件数」1件に対して
制併段校等は、全日制、定時制‘通信制それぞれの数

変晋察に相談一・通報した件数を記入する。その際、 「認知件数」 1件に対して複数回数通報した場合についても 1. 件と計上する。 
字奪の全定併置校や通信制併段校等は、全日制、定時制‘通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 



3，いじめの現在の状況 （件） 

区
 
分
 

 

(1) 
解消しでいるもの‘ 

（日常的に観察継統中） 
I 

（ニ 
解消に向「 

,) 
’て取組中 (a) 

その他 

箪注皿豊皿 

4
計
 いじめを認知してから 

3か月以上経過 
しているもの 

いじめをia麟して加ら 

」経過していないもの’ 

小学校 -2 2 

中学校 ,A''lり‘ニ．、 ， ” 

・
 
 0 

I 高等学校 
山

一
」
 

 

: 

. 

I'' 
0 

特別支援学校‘ 議に％ ー “、言 ぐ ぐ’り二 “ 一一一二 0 

いじめの現在の状況」については、令和 7年 3月31日現在の状況を学校種ごとに記入すろとと。なお、卒業をもって直ちに「解消しているもの」と計上することかないより留恵すること・ 

（注 2) 1解消している」状態とは 少なくとも次の2つの要件が満たされている必要がある。  ただし、  これらの要件が満たされる場合であっても、  必要に応じ、  他の事情も勘案して判断するものとする 

一 ① いじめに係る行為の解消； 被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む．）が止んでいる状態が相当の期閲継続して1'ること。こq)相当の塑璽
とは、少なくとも8j萌を目要乏子る。ーた尼L了レ花ああ覆善あ量天怪尋がら苦‘に長期C)期商 js必雲そあ証判断きhる嘉吾圧この目安にかかわらず、学校の設置者又は学校いじめ対策組織の判断
により、より長期の期間を設定するものとする， 

②欝農麟穀認難緩疑疑り誌の苦,' 麟議濃響g,点において被害児童生徒がレ、じめの行為により心身の苦痛を感じでレ、ないと認められること 
（注．3） いじめの問題による就学校の指定変更、公立から私立、私立から公立などの転学や退学等、 (1) 、 (2）に該当しないものは「 (3）その他」に記入すること。 

'（注4） 各学校種の「 (4) 計」・の欄の件数は、 11．いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれー致するようにすること。 

（注石） 高等学校の全定併置校や通憶制併散校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの堂値を合計したものを記入すること、 

、 
一
 
一
 
一
 

一区
 
「

分
  〕

 
 

(1)1年生 '(2) 2年生 (3) 3年生 (4) 4年生 ( 5) 5年生 I (6) 6年生 (7). 1- 

I 小学校 J ~ 乞 2 

中学校 ， J こ『 L,，・・ 
一
 

 

- . 
一ーー一ー ーー~ープて］ 「’  ~ 0 

' ‘ 高等学校 ・． ‘ ・ ‘ ' ‘ ． 与 
‘ 叱 

二 一 一 

『
 
 

二ンーーーー 
ー

ーー一 0 

特別支援学校 

小学部． 
' 

' 
一 

0 

中学部 、一 
』 ’ 

， . 
‘ ． 一 、 ・ ， 

‘ 

' ' ' 二 一ーーーー 一ーーーーーー ーーーで 0 

高等部 
「

・
 ‘

 
 

’二ーー一一 ’ 一
ーーーー二ーー一ーー一 0 

羊生、 4年生として扱う （注1） 高等学校定呼和諏雇辱あ可二
と。全定併置校や通信制併I 

年生以上は、 4年生として扱うこと二 
投校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すi 

単位制にっい七は、入学年度を1年次i に毛了1犀瓦ラ犀灰二1犀灰了4 年沃以上をそれぞれ1
5こと. 

年生、 2年生、i 

〔注2) 奄誉熱型9一昼 7) 計」P欄の件数は、 11, いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれー致すること,、 ．」ー． ー,.ー一， 、 
H守万リ文」量与一伐においては、小学部・中学部‘高等部の合計が、 は . いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の将男リ玉畿写と硬の1午致とーまk'bこと・ J 

学校5頁 令和6年度児童生徒の間極行動・不豊技等生徒指導上の諸課題に関する調責 



5．いじめの発見のきっかけ G牛） 

区分 (1）小学校 (2）中学校 (3) 高等学校‘ (4).特別支援学校 

学校の教職員等が発見した。 0 0 0 0
  

山
  

学級担任が発見した。 
' 

'' " 

学級担任以外の教職員が発見した。‘ 
（養護教諭、スクールカウンセラー等の相談員を除く。ー） 

.'%.; ．』 ‘三 

rコ

即 
養護教論が発見した。 

・’ 」 

（
 

」
 

 

スクールカウン中ラ・ー等の相談員が発見した。 ・ 

 

‘ 
" 

 

" 
% 

’二 

・・ .1 

アンケート調査など学校の取組により発見した。 
' ' 

二． 

学校の教職員以外からの情報により発見した。 2 0 0 0 

r長， 

本人からの訴え 
ぐ， ・’」・ 

一、司 

． ‘ 

一
 

 

」
 
 

当該児童生徒（本人）の保護者からの訴え 
． ‘ ・ ‘ 

' 
‘二 

'' 
‘ I, 

' ‘・ 

‘ 

‘ 
」‘ 

り． 

、 
・’ 

児童生徒（本人を除く。，）からの情報 ・ ’ 

n
 
印
 

保護者（本人の保護者を除く。）からの情報 2 
・ ； 

一 ％ 

・ ． ， 一 

二‘ 

い , 
一 

：“ ・ 
． 

、 

・
 

］
 

 w、 

地域の住民からの情報 ．一 ・‘ 、・‘ ・．、 二」・ー’’ ・ 

学校以外の関係機関（相談機関を含む。）からの情報 
一ー 

、 

、 ’; 

その他（匿名による投書など） 
】 

,' 

. 

’  

,% - ' 

・ 

・・ 

計 2 0 0 0 

l ー ー  」~ 

'（注1) 

（注2) 

,（注3) 

(i4) 

各学校種の I計」の欄の件数は、 fi．し尾めを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれ一致するようにすること。 

「学校の教職員等が発見した。」か「学校の教職員以外からの情報により発見した。」のいずれかを選択し、内訳について該当するものをーつ選択すること。 
、  

高等学校の全定併億校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

同一児童生徒が調査年度間に複数のいじめを受けた場合、当該年度に最初にいじめが認力はれたときの始見のきっかけを記人すること。 

学校6頁 、 令和6年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 



L. 

区分 (4プ特別支援学校 

0 計 

―、（件） 6.いじめられた児童生徒の相談の状況 

.<3)高等学校 (2）中学校 (1）小学校 

1 保護者や家族等に相談した。ー 

0 0
 

2 

学級担任に相談した。・ 

綴舞誓 cT)誓職員に相談した儀護教諭、スクールカウンセラー等の相 

養護教諭に相談した。 

スクールカウンセラー等の相談員に相談した。 

学校以外の相談機関に相談した（電話相談やメール等も含む。）。 

友人に相談した。 

その他の人（地域の人など）に相談した。 

誰にも相談していない。 

（注1) ・複数選択を可どする。 

（注2） 学校が当該児童生徒に対するいじめを認知した時点において、当該児童生徒が誰に相談しているのか、該当するものを選択すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

（件） 

区分 (1）小学校 (2）中学校 (3）高等学校‘ (4）特別支援学校 

冷やかしやからかい、，悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 2 

仲間はずれ、集団による無視をされる。 」 ・ ・ 

・ ー 
，’ 」 . 

“ 

軽くぷっかられたり、遊ぶふりをしてたたかれたり、蹴られたりする。 

' ' , 

1 ・ 2 に’：「‘」 
'' 

~ 

ひどくぷっかられたりたたかれたり、蹴られたりする。 
Il ‘  り I' ; 

一
金
 
一
品
 
一
た
 
ら
 

を
 
か

」
 
れ
 
る
」
 

 
. 

―・‘・戸・ 

金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 
， ‘ 

1, 一 

， 
‘・ 

嫌なととや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、‘させられたりする。 ・ ー 一 叱‘ ' 
, 

' 1 
一 

． ・ ・ ‘ ’」“ 

一 ’二 , 

パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌なことを’される。 ~ 

その他 I 
‘・ 

' ’、 , " 

' 

計 2 0 0
 
0
 

 
（注1） 複数選択を可とする。 

（注2) 1件のいじめであっても、複数の態様に該当する場合には、それぞれの項目に計上すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

学校7頁 令和6年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題（こ関する調査 



(1）いじめる児童生徒への特別な対応 （件） 

区 分 ・（1）小学校 (2'）中学校・1 (3）高等学校 (4）特別支援学校 

①スク一ル力ウンセラー等の相談員がカウンセリングを行った。 
・ 、 、 

" 'J 
, ‘ , ,L 

1‘ ・ 二】‘ 
プ 

‘ 

②校長、教頭が指導した。・・ 2 I

、、 

・l

一 '' 

※
 
3
)
 

参
 
照
 

 

．行
・

替
  

‘
っ
 
え

で
‘
途
  

L
o
 
し

業
『
 
に

等
．
学
 
俄 ・・

③

・
、
  
④
 

別
 
年
 
室
 

度
 
授
 
中
 
を
 

級
 
た
 
を
 

た
  

 ‘・ ‘ 
, 

一 

., 

退学・転学 
⑥懲戒処分としての退学 ※（注4)参照 ： ・ 

. ; , 

' 

' " ' 'I 

, 

！他⑥
】
 

そ
 
の
 
皿
 
皿
 
豊
 
皿
 

 

' 
'' 

11 ' 

⑦停学 ※（注5）参照 
~

ーー 一ー一一 

一 ，一  

」
  

⑧
出
席
停
止
 
※
（
注

6 ）
参
照
 

A 

一B  

一ーー一
ーーーー 一一

ー
一
ー
 

⑨自宅学習―・自」 宅謹慎 ーーー戸ニ＝一 ~ 

⑩訓告 巡注ュ之豊風 
,' . . 

ン・‘ 

亡I= ⑩保護者への報」 口 2 'L : .，一，ン I ' 
. , , 

⑩いじめられた」 児童生徒やその保護者に対する謝罪の指導 2 
,. I 

・ ，. 

・ “ "I・！ 
． ・ 

⑩関係機関等と
の連携 

警察等の刑事司法機関等との連携 

一  

児童相談所等の福祉機関等との連携 
‘ー一 ％ ， 「‘ ・‘ , J 

首
長
部
局
等
（
イ
を
除
く
〕
と
の
連
扮
・
・
 

病院等の医療機関等との連携 】ー ‘ 三l一 ’' 

', ／ ー

オ その他の専門的な関係機関との連携 

」 

； ・・ ‘ 可 

力 地城の人材や団体等との連携 
’ ・・ 一 ． 

」 一 」・ ． ‘ ‘ 一・・ 

' 
' 

' 

. 、・ 
’ 一 

‘ 
．・・ 

・
計  6 0 0 0 、 

8. いじめの対応状況‘ 

（注1) 複数選択を可とする。 

（注2） 個々のいじめについて、いじめる児童生徒への対応として実際に行ったもので、該当する項目を選択すること。 

（注3） 「③別室で授業等を行った。」とは、いじめられた児童生徒を守る観点から当該児童生徒とは別の教室等で一時的に授業等を行った場合に計上する。 
，単に事実確認等のために別室で話を聞き、この際に指導した場合は除くこと。 

（注4) 「退学，転学」中の「⑤懲戒処分としての退学」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「退学」であることを明未して行っち，蛙りコ二．‘"I 
「⑥その他」とは、勧奨・申出による退学及び転学である。なお、市町村立学校における「⑤懲戒処分としての退学」の「中学校」の区分については、甲等教官与＝校及ひ字

校教育法施行規則第26条第3項の併設型中学校のみが想定されている。 
公立学校におけるI「特別支援学校」の区分については、高等部のみが想定されているく「⑦停学」及び「⑨自宅学習・自宅謹慎」についても同じJ 。 、、 

（注5) 「⑦停学」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「停学」であることを明示して行ったものをレ、う。 

（注6) 「⑧出席停止」とは、学校教育法第35条、第49条又は第49条のB に基づく措置をいう。 

（注7) 「⑩訓告」 とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としてのI訓告」であることを明示して行ったものをいう。事実上の懲戒として行われる単なる「叱 

‘・・責.1 等はこれに：含まない。 

（注B） 高等学校の全宇併晋校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入することn  

学校B頁 一 令和6年度児童生徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する調査 

（注1)  

（注2)  

(t 3) 



評 

(2）中学校 -0-）小学校 (3) 高等学校 .(4) 特別支援学校 

.4 

2 

0 0 0 2 

①スクールカウンセラー等の相談員が継統的にカウンセリングを
行った。 

②別室の提供や常時教職員が付くなどして、心身の安全を確保し
た‘ ' 

③緊急避難として欠席させた。 

④学級担任や他の教職員等が家庭肪問を実施した。 

⑤年度途中に学級替えをした。 

⑥当骸い1:.めについて、教育委員会と連携して対応し鳩 

⑦児童相談所等の関係機関と連携して対応した． （サポートチー 
ムなども含む。） 

ア’警察等の刑事司法微関等どの連り‘ 

首長部同等（⑦を除く）‘と(I)連挽 

病院等の医療機関等との連携 

ェ その他の専門的か関係」畿関との連協 

オ 地域の人材や団体毎との連携 

⑧関係機関等との連携 

I 

…
 

，
 ‘

 

い
・
 

・
 

~ 

(2）いじめられた児童生徒への特別な対応 

（注1)‘複数選択を可をする。‘ 

（注2)． 個々のいじめについて、いじめられた児童生徒への対応として実際に行ったもので、該当する項目を選択すること。 

（注a）・ 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

学校9頁 令和6年度児童生徒の間癌行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する餌査 



き校におけるいじめの問題に対する日常の取組 

・
 
 区

 
分
 

 
(1）小学校．・ (2）中学校 (3）高等学校 

一

．
 

 
ー
  

‘】
通
 
・
，

間
  

.．い
 

一
 

 ①
 

1
 

職
 
員
 
会
 
議
 
等
 
を
 
じ
 
て
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じ
 
め
 
の
 
題

・
 
に
 
っ
 
い
 
て
 
教
 
職
 
員
 
間
 
で
 
共
 
通
 
理
 
解
 
を
 
図
 
っ
 
た
 

 
1 

' ' 
' 

,

一 “
"‘ プ’ー 

' 
" 

,． ' 

“ 」 ・ 

①-2 い・じめの問題に関する校内研修会を実施した。 ． ※（注4)参照 

,
J
  

・
 

一
 
 

'
'
 
J
 

・・
 
 

’
・
 
，
’
 

.
 

‘
，
 

」動
 
．

の
 
一

時
 
②
 
道
 
徳
 
や
 
活
 
間
 
に
・
 
い
 
じ
 
め
 
に
 
か
 
カ
 
わ

・
 
る
 
問
 
題
 
‘

を
 
取
 
り
 
上
．
 
げ
 
指
 
導
 
を
 
行
 
っ
 
た
 

 
1 

③ 児童．・生徒会活動等を通じて、いじめの間題を考えさせたり、児童’・生徒同土の人問関係や
仲間作りを促進したりした。 ~ 

】
 
 %

 、
，
 …

 

一
 
 

;
 

、
  

一
 
 ~

 

~ 
④ろクール力ウンセラー、相談員、養護教論を積極的に活用して教育相談体制の充実を図っ 
7ヒ。 ~ 

‘ 二 ' 

’了一 ~ 
⑤
 
教
 
育
 
相
 
談
 
の
 
実
 
施
 
に
 
っ
 
い
 
て
 

、
 

外
 
の
 
相
 
談
 
窓

・
 
口
 
の
 
周
 
知
 
や
 
広
 
報
 
の
 
徹
 
底
 
を
 
図
 
っ
 
た

以
ジ
 
 

~ 
・
 
 

】
 
 

1
 

・J
  '

 
 

・

一
 
‘
 

‘
 
・
 
 

'
 

『
 

．
 
 ~ 

⑥ 学校・警察連絡員の指定を行った。※（注 5)参照 I ~ , ~ 
⑦ー学校いじめ防止基本方針をポームべージに公表するなど、保護者ゃ地域住民に周知し、理解
を得るよう努めた。 

、 ノ 

!
 

"
 
'
 

 ~ 
⑧保護者ゃPTAなどとともに、い．じめの間題にっいて協議する機会を設けた。 ~ 

、 

~ 
⑨地域の人材ゃ団体等とともに、いじめの間題にっいて協議する機会を設けた。 ~ ~ 

・ ‘ 
' 
, . I' 

二’ ． 了． ~ 
⑩ いじめの間題に対し、警察署ゃ児童相談所など地域の関係機関と運携協力を図った。 ~ ~

 

ー
 
 

~ 
＠ インタニネットを通じて行われるいじめの防止及び効果的な対処のための啓発活動を実施し
た。 ~ ~ 
＠ 学校いじめ防止基本方針が学校の実情に即して機能しているか点検し、必要に応じて見直し
を行った。 ~ 
⑩ いじめ防止対策推進法第22条に基づく、いじめ防止等の対策のための組織を招集した。 

※（注 6)参照 
1 

' : 

' 

計 4 0 0 0 

（校） 

［ニコ 

(注1) 複数選択を可どずる二ただ七了i二校において、同じ区分の取組を複数回実施している場合でも、1校と数える。 

（注2) 高等学校の全定併置校や通信制併殻校等iこおいては、全日制、定時制、通信制それぞれ1校として別々に計上すること且 

（注3) いじめを認知した、認知していないにかかわらず、全ての学校において回答すること。 

（注4) 選択肢「①-2 いじめの問題に関する校内研修会を実施した。」における研修会については、いじめの問題に特化して実施した場合も、生徒指導等の研修の中でいじめの問題 

にも触れて実施じた場合も計上すること。 

(注5') 警察と．の日常的な情報共有・相談体制を構築するため、学校・警察双方にホfいて、連絡窓口となる担当職員について指定した場合に計上すること。 

(E 6) 
諮 13崩携 Jf鱗離 22 犠-S<. 競畿貿議鈴認禁認製叡 j1霊l謀暴灘響麟夢譲鷺l識轟講l "1*_s 
に基づく各種取組等のために、この条文に基づく組織を招集した場合に計上すること。 

学校10頁 令和6年度児童生徒の問題行動・不登校芦生徒指導上の諸課題に関する調査 



'（校）・ 10 いじ めの日常的な実態把握のために、学校が直接児童生徒に対し行った具体的な方法についてー． 

（ユ）小学校 (2)中学校 (.3）高等学校 (4）特別支援学校 

区
 

分 いじめを紹知し
た学校 
' (A) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

い．じめを認知し
た学校 
.(A) 

いじめを認知し
七いない学校 

(B) 

いじめを認女iル
た学校て， 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 

てB) 

いじぬを認知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

(1)．アンケート調査の実施 

①・実施頻度 

※（注5)参照 
年2-3回 

年4回以上 

ア 年1回 

1 

1 

② 調査方法

※（注6）参照 

記名式 

無記名式 

記名・無記名の選択式 
'' , 

~  

一（6）計 

(2)個別面談の実施 

(3）・「個人ノート」や「生活ノート」といった
ような教職員と児童生徒との間で日常的に
行われている日記等 

(4）家庭肪問 

(5）その他 

③・回答方法 

，※（注7)参照 イ 持ち帰って記入 

ア 学校で記入 

0 0 

一
 ）
・
  

ー
‘・・l
Lー
・1

1…
…r
r・
・
・
 

I
 

.

.
 

~ ‘・ 

D
 

" 

レ
‘r
 0 

・

rト…
・
●i…
・
 0 

叫1ジ I
醜。

v レース”レに子α眠、v レのり旨ろ U19-鰍J I'- レ、、、いじめを認知したと回答した学校は（A）にいじめを認知していないと回答した学校は（B犀それぞ呼己入する 

（注2) 複数選択を可とする。ただし、1校において、同じ区分の取組を複数回実施している場合、1校と数える。 ‘ 

維3） いじめの実態把握のためだけに行ったものでなくてもよい。 

（注4) 高等学校の今定併置校や通信制併殻校等においては“全日制 定時制、涌信制それ 

（注’5) r(1）アンケート調査の実施 ①実施頻度」について、学年によってアンケート調査の実施回数が異なる等、学校内の実施頻度が異なる場合は、特定の児童生徒だけに複数回実施 

するなどの学校として日常的な実態把握とはいえない場合を除いて、回数の多い方で数える。 

（注6) r(i）ア．ンケート調査の実施 ②調査方法」については、年間に複数回アンケートを実施する場合においては、複数選択を可とする。また、．「記名・・無記名の選択式」とは、記名 

‘とするか無記名とするかをアンケート記入者が選択できる方法を指す。 

（注7) 1 (1) プンケート調査の実施 ③回答方法」については、年間に複数回アンケートを実施する場合においては、複数回答を可とする。 

学校11頁 令和6年度児童生徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する調査 
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1-I．いじめ防止対策推進法に関し七 

(1）し‘じめ防止対策推進法，28条第1加こ規定する「重大事態」について’ 岡査票上、 「いじめ防止対策推進法」を「・法」と記載する． 

区 分 

！
発
生
し

た
学

校
数
・
（
校
〕
 
 

〔・1
〕
法
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[3) 法第28条第ュ項に規定する「重大事態」 の調査主体（件） 

て
フ
‘
、
て
 

・

※
第

1
  号
重
大
一事
態
の

発
生
件

数
 

① うち、‘法第28 条第1項第1舟に規定する「重大事態」~こ 

1
8第

2
  号
重
大
事
態
の

発
生
件

数
 

② うち、法第28 
定する「重大事態」にっいて 

条第1項第 2 号に規 
当肱学校が調査主体となった件数 

当該学校の股置者一（当破学校以外）が調 
査主体となうた件数一 ～ 

4o

)1L  

排 

(  

吐数 

ア
 
重

刈
弔
  

‘被害の態 
, イ 調査状況 ア 調査状況 

うち、法第28 
条第1項第ュ号
に規定する「重
大事想」の発生
件数 

うち、」法第 2.8 
条第士項第 2号
に規定する「重
大事態」の発生
件数 

うち、法第28 
条第1項第1
に規定する
大事態」の発生
件数 

号 
「重 

うち、法第28 
条第1項第 2
に規定する「重
大事態」の発生
件数 

号 "1
8
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（ア）調査済みの件数 2
 調

査
中

の
件
数
  

（ア）餌査済みの件数 2
 餌

査
中
の

件
数
 

調査の結果 調査の結果 

うち、 
蘭査を
行うた
めの組
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 

うち、 
閥査を
行うた
めの組
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 

うち、 
調査を
行‘うた
めの組
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 
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1) 本項旦は、出第28条第1項において、学校の旺麗者ヌi三その頭置する学校は, 重大事雄に対処すろために国査を行うものとtると規定されて、るため二当i醸承査の裏箆状況を把握するものである． 
一当阪現目には、令和6年屋間に発生した（当該地方公共団体の長（文部科学大臣）への報告を行った） 「重大事態」の状況について記大I一るニと（令和6年度間で発生した「重大事態」のうち，覇査が終了したものだけでなく、周丑か雌覇】レていoもの’町工丁‘いー 
と．J 

（準2) 法第28条第1項第1号に規定する「重大事線」は「いじめにより当肱学校に在籍する児童等の引h、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると腿めるとき」、同項第2号に規定する「重大事態」は「いじめにより当醸学校に在籍する児童等が担当の期間学技 

を純欝議許驚§豊憲i 鰍柔誌盟誌熱陸轟，,から‘ n、にめIン「当吐堂川こ＃師十ろ‘責臨の牛命一心身yは財彦にI士た抽書が牛じたにと又は「当臨学校に在籍十る児童等が相当の期間学校を欠席すろことを余催なくされてい
る」こととの聞に因果闘保が存在する可龍性があれほ、重大事歯が発生したものと扱うニと． 

I注3
）と。

「いじあ防止等のための基本的な方針」 （平成25年1。月11日文部科学大臣決定、  平成29年 3月14日改m で示されているように、  児童生徒や保護者からいじめにより重大事態に至っだという申立てがあったものについても、  重大事歯の発生件数とするこ 

農；Irま禦票篇I器 )*i_J l1t-c * 18qI:1議 r器 j o) 累駁こすろ前に令和 7年度になったものは「国査中の件数」とすろこと 
（注6) 1件の「重大事相」が、  注第28条第1項第1号及び同第2号の両方に議当する柵合は、  それぞれの項目に記入すろこと．  

（注 7) 扇晃漕難縫要講離釘群禁瞥」の国査主体J について令和 6年度中に発生した「重大事態」のうち酬査主体が決定ナる前に令和 7年度になったものは．1(3) 法第28条第1項に規定する「重大事帽」の餌査主伽は「重大事態の発生件 
（注8) 「馴査を行うための組線が第三者のみで柵成されている件撒」の「第三者」とは、当蔵いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない者をいう．したがって、この件散には、学校や教育委員会等の職員が構成員となっているものは含まれない・． 

、  

学校12頁 令和6年塩児賢生徒の問週行鵬・不豊快等生佳増導上の故●且に●する餌査 



h）いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定する「重大事態」について 調査票上、 「いじめ防止対策推進法」を！法」と記載する。 
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[5〕法第28条第1項に規定する .i.重’ 
大事態」のうち、同法第30条第2項及 

t$l12 31M C纏 (W羅) -MI
c (1.) 

いじめとして認知していた いじめとして認知していなかった 地方公共団体の長等において調査の
結果に執、て鯛査（再調査）を行っ 

いじめの解消に向けて 
取組中だった 

いじめは解消した 
と判断していた 

いじめに該当し得るトラブル等の
情報があった 

いじめに整営騒か2 
1円恒“』’'‘刀‘っに 

ブル等の 
た件数・・ 

うち、法第 
28条第1 
項第1号に 
規定する 
「重大事 

態」の発生 
件数 

うち、法第 
28条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事

態」の発生 
件数 

うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事 

態」 の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第 2 号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第2号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第1号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 

うち、法第 
28条第1 
項第2 号に
規定する 
「重大事 

態」の件数 
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（注 9)'：・籍；鷺難灘鷲襲鷲灘議 f篇 *a鍵薫鷲舞議餐鱗「鷲簿簿熱搾I編離鯨馨g離喫競t4EW-J U 'b ULC' 

1し鷲. 講 tC
鷲た年度が「重大事態」調査を実施した年度とは異なる場合であっても重大な被害が生じた疑いがあると把握する以前にいじめとして認知してし叱場合には「いじめをして認知 

（注10) 扇 [5Q)J 講響8 1鷲繋f7, IIk4j 錦瓦 I8J37. S サ驚畿躍蓄費談雑費繊麓襲維慧認葬き (醒 ) 言象 {4:J*i/MTh 1. b t?!fEj野) 「令和 6年度に再岬査し 

学校13頁 令和6年度児童生徒の問組行動・不豊校等生徒指導上の詩課厭に聞する証資 

注 9 



．暴力行為の発生学校数、.発生件数等 

区分 aう学校総数 (2) 発生学校数 発
 
生
 
栂
 

 
'(4）加害児童生徒数 

(5) (4）のうち、 
'2回以上の暴カ行為を 
行った児童生徒の人数 

'
 

 

合計 1 1 4 2 1 
①対教師暴カ 一ー~ ・’1 1 1 

一
ーー一ー 

②生徒間暴カ’ ノ／ノ／ 
'  1 3 

2 ンノ一 「 
~ 

うち、し」景に相識・辿りlIした
件数 ※（注5）持照 0 

③対人暴力・ ーーーーーー 0 二ーーーーーー
④器物損壊 

0 
ーー一ー‘ 0 0 一ーーーーーーー一 

合計 0 一
一
 

0 0 ー ，
. 

・ り 

①対教師暴力 一ーーーー 0 
l . 

---―ー一一 

" ーーープーでプブ二 '  ‘・②生徒間暴力 
／ノ／

ノ 
0 ' 'J 

' 

，’ 

'' 

J 

・ 

うち、雷票に相映・迫犠した
件数 ※（注5）参照 三妻 ③対人暴カ 一ーーー一プー 0 " ' 

④器物損壊 二ーー一一 0 
「  

・‘ 

ー 与 
' 

- 

rIt  

合計 0 0 0
 

ー― ―ー一’ー“一コ 
①
対
教
師
暴
力
 

．ーーー・ー 0 ・
‘  

~ーー 

一ーーーー一 

②生徒間暴力 ／ノ／/ 0 ,1 ・・ ‘ 二ー一プ一一」ーて 
うち、三二,爵に相韻・通姫した

件数 ※（注5）参照 二ニンー一ー 
③対人暴力 

ー ー

~ 0 
ーー 一ー~ 

④器物損壊‘ 0 “二 ーーーー一ーー 

ー（注1） 「発生件数」 の欄は、各区分ごとに延べ数を記入する． 

（注2) 功口害児童生徒数」の欄は、各区分ごとに実人数を記入する。 

（例）ユ人の加害児童生徒が対教師暴力を1回、生徒問暴力を2回起こした場合、以下のとおりとなる． 
(3）発生科ニ数 「合計」 ： 3回（自動算出）、 「①対教師暴力」 ：1回、 「②生徒間暴力」 ：2回 
(4）加害児童生徒数 「合計」 ：1人（手入カ）、 「①対教師暴力」 ：1人、 「②生徒間暴力」 ：1人 

（注3) ．「生徒間暴カ」について、加害・被害の別が判明し女い児童生徒がいる場合には、加害児童生徒数に含めること。 

（注4)、在籍児童生徒が起こしたものであることは明らかであろが一加害児童生徐か特字できたい坦合についても計上すろことーこの場合、発生件数1件、加害児童生徒数0人となる。． 

（注5) 「（ゴ〕牛令封用塁カ Iり）らち 「F安仁l！ね115 ，酒胡~カ馴二J舌 Il -F , :Ii・什記‘昨・緯 l.1in,3,'Hや「か吐i：ソニ争郡I夫十プ‘ 「二 l各zk'iまi1' I li土I.-‘．十 I-で1li活価1新n短引こ相訪．iI旨柵1；た場合につしくても 1件と計上する, 
か」公 ‘受剖”葦1'1一の下 」虎生三片”コ1.I・ト J・一 Inぐ iりル f上‘ハIロばI二弓’晃郵に‘に ,lI:n；え IF；・ニシ“・ Ll」l hIn.二・・I小」与I一」1りI、】二 ノよ」づ、可二撃I側 "J41) r 、刊」くモiぜブコTlこ児班三El走gフ11姉昼拍唾2i’か倣 irfJ1Iiく了従‘Ilし1こ1コ甘り1り・×」〔に吉め為，‘ 

学年別加害児童生 

区分 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 合計 

小学校 2 2 
中学校 ' "  ‘， 了“ 一 

一‘ 一ーノ ンーーー 
一一

ーー 0 
高等学校 」 ． ‘, 一

  二ノー‘ ン・ノ 0 
‘注上） 実人数を記入するとと。各学校種の「合計」の人数は「1.暴力行為の発生学校数、発生件数等」の「 (4）加害児童生徒数」のうち、各学校種の し合計」禰の人数と一蚊するよう1こするこ些．一 L 
（注2） 高等学校定時制課程等の4年生以上は、4年生として扱うこと。単位制については、入学年度を1年次として、1年次、2年次.3年次.4年次以上をそれぞれ1年生、2年隼、 3年生、4平生として数つこと。 

学校2頁 令和7年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する旗査 

（人） 人〕 



、  

3. 加害児童生徒への特別な対応 

（件）' 

区‘ 分 ・（1）小学校’・ (2）中学校 (3）高等学校 

①スク一ル力ウンセラー等の相談員がカウンセリングを行った。 1 ; " 
' 

②校長、教頭が指導した。．’ 2 

③別室で授業等を行った。 ,※（注4).参照 - 」 」 一 

II 

④年度途中に学級替えをした。 - 、 “ '' I・ 

' 
二 

①～④計 - ・0 0 

退学・転学 
⑤懲戒処分としての退学 ※（注5)参照・ ' ‘二，・ ‘，f 一‘・ ’l,F 

⑥その他 “ ※（注 6)参照 0 
. 

~ 

、 , 

⑦停学 ’ ※（注6)参照 

⑧出席停止 ・ ※（注 7.)参照 A 0 'B,.I こ ’・‘'‘・ ！ 

⑨自宅営習・自宅瞳慎 ’ 

⑩訓告‘、 ※（注 8)参照 ~ ~ 
' 

, 

‘一 ⑤～⑩計 - - 0 
⑩保護者り、の報告 ~ - ,, 
⑩被害児童生徒等やその保護者に対する謝罪の指導 . - 

一
 

 

由関係機関等
との連携 

警察等の刑亭司法機関等との連携‘ - ~ ' 

' 

' ; 

児童相談所等の福祉機関等との連携 - 
首長部局等（イを除く）との連携 - 

ン 

エ一病院等の医療機関等との連携 , - I 
その他の専門的な関係機関との連携 ~ ‘ 

」I

， 
二‘ ブ 

‘ ‘ ・ 

地域の人材や団体等との連携 ~ “・ 

、⑩～⑩計 - ~ 0 0 

計 ~ 0
  

0 

隠lI 鴛胃 S.篇 20- S S. て、加害児童生徒への対応として実際に行ったものt 該当する項目を発生件数ごとに選択すること。 U2) 1篇 1TT(3). 1j f 鼠覇霧業叢勲綴器ご器に 7 cJ V.) c&h..V, U --ll-3_..駕 cI5Irl篇篇ご -- 董義せ繁と一，ーン也】 
議；『「議製鰻 器芝篇ごfJV 農躍；f器誌簾蒜報履星護漏ら羅敏喜蔽療屍そテった場合に言hヒする。単に事実確認等のため’に別室で話を聞き、この際に指導レた 

E4！ 器】獄讐鷺～戸函F書児董生“巨いFア」シ“プ覗’i’、刀”つ白議児基出pE。はJ’ルー『…丁‘1ン～"''’ーユ Iー’一ーーーー ーー 一 

'（注 5）翼岩落ふの」「⑤懲球処分とし下の退学！とは、抹長が学校熱童普隼行糧則敏 6勾ミ生竺喜隻率讐包とUt) 1灘j 鮫誌 5JUC- ......,.. - -.-- -. ri-, ,r V -t r M吃輸轟銭tJ 
二:.t 5）・「畜乾群峨％蟹離麓穎鍍誌襲誘鷺難縛離難響誘鷲競購鷲葛霧％輝械器議鰐仁誌‘与繊辞厳そド学校教育櫛恒行規則第26条第3項の 

‘輝織J 易‘縦規DI；訂wFか U'’に 4'Ldア。一“‘ユー「「”Pr」ーD'’ー「r一ー“ノにノJL ーー一」ー ー」ー’ 
（注6) 「⑦停学」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「停学」であることを明示して行ったものをいフ。 

（注7) 「⑧出席停止」とは、学校教育法第35条、第49条又は第49条の8に基づく措遣をいう。 

(I'昌 f器農誉fr 轟慧蕊慧姦 HII 2認Xt 4th 議器 Lニ詩；d"I-t 龍ろことを明示して行ったものをレ、う。事実上の懲戒と・しで行われる単なる「叱責」等はこれに含まない。 

I 

学校3頁 令和7年度児童生徒の問題行助・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する調壷 



調査II 小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校におけるいじめの状況等 
記入に当たって 
石了ー一Fで万あ矩裏一ーーー、―- ー 『 

「いじめJ とは、 「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒と円ー定の人的関係にある他の児童生徒漢行う心理的又は物理的な影響を与える行為（イシターネ竺・トを導じ了行ヤ*1,る，のを宣む,一）．で
あって、当該行為の対象となっだ児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」 （いじめ防止対策推進法（平成25年法律第71号）. （以下「法」という。．）第 2条第1項）をいう。なお、起こった場所は掌校のP琢雪間わ処、 ~いじ塑
の中には、”犯罪行為」として取り扱われるべきと認められ、早期に警察に相談することが重要なものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるような、直ちに警察に通報することが必要なものが含まれる，これらについては、 
教育的な配慮や被害者の意向への配慮の上で、早期に警察に相談・通報の上、警察と連携した対応を取ることが必要である， 

（注．1)‘個hの行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的，形式的に行うことなく、法が制定された趣旨を＋分踏まえ‘行為の対象となった者の立場に立って行うこと。特に、いじめには多様な態様があることド鑑郵、、、じや些
肱当するか否かの判断に当たり、定義のうち「心身の苦痛を感じているもの」との部分が限定して解釈されることのないようにすること（例えば、いじめられていても、本人がそれを否定する場合が多々あることを曙まえ、当該 

、児童生徒の表情や様子をきめ細かく観察するなどして確認する必要がある．）。 

（注2) 「一定の人的関係」どは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児童生徒や．塾やスポーツクラブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集団（グループ）など、当該児童生徒が有する何らかの人的関係を指す％ 

（注3) 「物理的女影響を与える行為」には、身体的な影響を与える行為のほか、金品をたかったり、物を隠したり、嫌たことを無理矢理させたりすることなども含まれる。 
（注4) 「行為」Iどは、 「仲間外れ」や「無視」など、直接的に関わるものではないが、心理的な圧迫等で相手に苦痛を与えるものも含まれる． 

（注 5） けんかやふざけ合い、暴力行為等についても、背景にある事情の調査を行い、児童生徒の感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判断する。 
その他、本餌査の記入に当たっては、 「児童生徒の問題行動・不豊校等生徒指導上の諸課題に関する酬査 回答にあたっての留意事項」の「いじめの状況丁に関する脱明を十分に参照すること。 

(2） ・ 「いじめ」の中には当然、暴力行為に該当するものもあり、その場合には、暴力行為の状況の「生徒間暴カ」の件数にも計上すること． 

.(3)’ いじめる児童生徒といじめられた児童生徒が異なる学校に在籍する場合、原則として、1. 3. 4. 5、 6. 7. 8 (2）のいじめられた児童生徒の状況については、し、些められネ界童生徒P李華す戸学校が胆るし：旦．Iり‘a 
いじめる児童生徒の状況については、いじめる児童生徒が在籍する学校において記入する。 2については、警察に相談・通報した学校において記入することとして、学校間で運携を取りつつ配入するこ‘と。七の隊、いレめo児亙

生徒、いじめられた児量生徒双方が相談・通報した場合については、いじめられた児童生徒の在籍する学校が記入することとする． 

1二いじめを認知した学校致、いじめの肥知件数 （校 （校） （校） （件） 

区分 (i）学校総数 (2)認知した学校数 
(3)認知していない 

学校数 
(4）認知件数 

小学校 1 1 0 3 
中学校 0 ' 

J 

高等学校 0 」
 
 

' 1 一 
‘ 二 ；. 

特別支援学校 ※（注3) 参照 0 0 0 0 
‘小学部 0 一 ‘， 

中学部 0 . . 

高等部 0 ' 

｛注 1)」護難難 J 纏 i 7 難護l護鷺鷺 ' 1 1 44 難鷺 [1 . EAf, r (3) . tjj. $ 7 flflI'C. Q t4
J. i i-tu 1 UtlJk I 

瓦磐蹴P讐讐罷碧1,' !.nj めにつし円ま、いじめを党汀に児讐w仕手”。字伐亡ど 

（注 2)一雄 5.総 S 寵虜1P 7雛fl$3C,ま器*i'q- -c霊k'*t)-Ct. 16f蒙曹V,;ミi,講鞍謹謡磁纏謂醒舞静繋fljJ. 響馴g矯畿臨難器麗麟. 
入すること。 

（注.3う・ 費別支援ザ緯り奄学部にやりぐさ、学部ごとにそれそれ1校として司上するニ．ヒ「．例ニL！二 t、小・中単部をで」っ特別支援学技において、小・リ」学部のいずれもいじめを認知した掛合、 1 (,2) 認知した学校教」は、将別又伍笹l3で 
I 」」、小号端FI」」”、斗崎こ部 Il」 と苫I：るr 

2．警察に相談・通報した件 （件） 
区分 いじめの認知件数のうち、警察に相談・通報した件数 

，小学校 0 
中学校 

一高等学校 

特別支援学校 

小学都 与
 
％
 中学部 

高飾部 

講I &, c1) 欝綴縄粛識製纂警論讐I 准驚讐 J 1ffi雛 I_t醗I1 講敏乾讐. 73. 講 1 ftTJ.た児童生徒の保護者等が被害届を提出した場合も件数‘ 
に含める。 
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3・いじめの現在の状況 （件） 

区
 
分
 

 

(1 ) 
脅戦肖しているもの 

〔日常的に観察継続中） 

(2 
解消に向けて取組中 

) 
(3) 、 

その他 

※（注3)参照 

4
計
 

いじめを認知してから 
3か月以上経過 
しているもの 

いじめを認知してから 
3か月 

経過していないもの 

小学校 1 1 3.- 

中学校 "'; ”、 
l
，ジ・ー . ,. 

' 

l ! 0 

高等学校 I 
『 

」 j 
" 0 

特別支援学校 

小学部 
'1 、 

' 

・‘ ・ ：・ 

, 

' 
' '' " , I 0 

中学部 二hJJ”二 ‘ ，一，，」 ． 二二り‘， 
1 

一 ・ ー ・’ ‘ ， 『 ， ’ 
’ ・ ‘ 

., 

0 

高等部 、り．‘ '"‘ 
り’ 

こ二・ 
りI 0 

(Z"1) 、じめの現在の状況J については、令和8年3月31日現在の状況を学校種ごとに記入十るどと。歴お、本業をもって直ちに 解消しているもの」と計上することがないよう留意すること。 

（注2) （注2) 「解消している」状態とは、少なくとも次の2つの要件が満たされている必要がある。ただし、これらの要件が満たされる場合であっても、必要に応じ、他の事情も勘案して判断するものとする。 

① いじめに係る行為の解消：被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この相当の期間と
は、少なくとも3か月を目安とする‘ただし、いじめの被害の重大性等からさらに長期の期間が必要であると判断される場合は、この目安にかかわらず、学校の股置者又ば学校いじめ対策組織の判断に
より、より長期の期間を設定するものとする． 

②’被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと：いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断二する時点において、被害児童生徒がいじめの行為により心身の苦痛を感じていなし‘と認められること。被
晋児重王徒不人及び七の保護者“に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認する． 

（注3) ',】じめの問題による就学校の指定変更、  公立から私立、  私立から公立などの転学や退学等、  (1) 、  (2〕に該当しないものは「 ( 3）その他」に記入するこ・と。 

'‘圧4.) I (4）計」の欄の件数は、 I-].. いじめを認知した学校数，いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれ一致するようにすること。 

（注5） 高等学校の全宇併置校や通信制併設校等は、令日制 定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入するこき。 

4．い’じめの認知件数の学年別内訳 （件） 

区 分 (1) 1年生 (2) 2年生 (3) 3年生 (4) 4年生 、 (5) 5年生 (6) 6年生．ー ノ（ 7) 計 

小学校 3 3 

中学校 
「
 
ゾ
  

」
 
ヴ
  

ーーーーーー

I 

一ー一ープでで ~一ー一て二 0 

高等学校 、 ・ ー ． . 

一 

一ー,ー―-―ー 
，‘ 

I 

・ 一ー．~てで ~ーー 

0 

特別支援学校 

小学部． ' , ‘ら 
' 

一―- 
l 

.I
・ 
‘ 

・‘・ ー； 一，’一鷲 0 

中学部 
‘」え‘二一 ’‘・ ・ ‘ L‘ . “・ゾ二“．: i..，ブ 1言」】 一 ー一ー一 ~で七二 一プープ一 0 

高等部 
' 

,, r 
一ーー一一 

一ーー一一 二ンンーンン一ー 0 

.（注 1).．’讐舞離鷲翻議鮮計覇繊態静爺級農鶏爺器詮驚監蔽乾箆。1年次 2年次 3年次 4年次以上をそれぞれ1年生、2年生、3年生 4年生として扱うこ 
（注2) 「 (7) 計」の欄の件数は、 ri. いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれー致すること. 
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m
 

小学校’ (2）中学校一 （3）高等学校 

2 '0'. 0 

2 

小学部 

「

・
―
 

中学部 ’高等部 

・  

(4）特別支援学校 

5．いじめの発見のきっかけ 

一区分 

~’ 

学校の教職員等が発見した。’ 

学級担任が発見した。 

学級担任以外の教職員が発見した。， 
内 （養護教脚、スクールカワンセラー等の相談員’を除く。） 

養護教論が発見した‘ ． 
‘訳・ 

スクールカウンセラー等の相談員が発見した。 i二 ，． ' 

アンケート楠査など学校の取組により発見した。 

学校の教職員以外からの情報により発見した。‘ 

．本人から・の訴え 1 

当 該児童生徒（本人）の保護者からの訴え 

』 ’ 

児童生徒（本人を除く。）からの情報 

内 
保護者（本人の保護者を除く。）からの情報 

1 0 0 

1 二． ‘ 
．~ 

地域の住民からの情報 

学校以外の関係機関（相談機関を含む。）からの情報 

その他（匿名による投書など） 

計 0 3 0 0 

（注:i）・ 「計」の欄の件数は、 Ii．いじめを認知した学校数、いじめの認知件数」の認知件数とそれぞれー致するようにすること。 ．‘ 」 

（注2) 「学校の教職員等が発見した。」か「学校の教職員以外からの情報により発見した。」のいずれかを選択し、内訳について藤当する.ものをーつユ選択す勺一ど。 

（注3) 
る・‘

"p の一一」ミ邑 、i呈 りり・r ’・は ・昌 一：ニ 、i：る の‘叱雁 合 しこ の 記 こ 

（注4) 同ー児童生徒が調査年度間に複数のいじめを受けた場合、当該年度に最初にいじめが認知されたときの発見のきっかけを記入すること。 
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6，いじめられた児童生徒の相談の状況 

(.4）特別支援学校 

中学部 
(3）高等学校 (2) ．中学校 (1）小学校 , 区分 

高等部 小学部 

学級担任に相談した。 2 
学級担任以外の教職員1ど相談1ジた（養護教論、．スクールカウンセラー等の相談員を 
除く。）'  
養護教諭に相談した。 

スクールカウンセラー等の相談員に相談した。 

学校以外の相談機関に相談した（電話相談やメール等も含む。）。 

保護者や家族等に相談した。 2 

友人に相談した。 2 

その他の人‘（地域の人など）に相談した。 

誰にも相談していない。 

0 

（注1) ‘複数選択を‘可とする‘ 

（注2） 学校が当該児童生徒に対するいじめを認知した時点において、当該児童生徒が誰に相談しているのか、該当するものを選択すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 

7．い （件） 

 

区
 
分
 冷

や
か
し
や
か
ら
か
い
、
悪
口
や
脅
し
文
句
、
嫌
な
こ
と
を
言
わ
れ
る
。
 

(1）小学校 (2）中学校 (3）高等学校 
-(4）特別支援学校 

小学部 中学部 高等部 

1 
・’ ー 

一 

」’ぐ二 二ソ ，.. 
1、 

仲間はずれ、集団による無視をされる。 
一 ’' 

' 

“ ・ 

」 

．二一 
ーー ’ 』 ‘ ' 

軽くぶっがられたり、遊ぶふりをしてたたかれたり、蹴られたりする。 2 ', '' 

‘ 、 
・ 

一 ’町 
‘ 

、 ‘ ・ 
‘ ・ 

‘ 

ひどくぷっかられたり・たたかれたり、蹴られたりする。 1 ぐ【・ ・ ， 「 ． . , 

“ 
・・ ： 

一 L『 ．二 
プ ’' 

金品をたかられる。 ・・ 

，‘二 ー ,.Jジ’ ' 叱
一」
  

金品を隠されだり、盗まれたり 、壊されたり、捨てられたりする。 、 1 
、 

し 

」こ一、 ・ ・ ：に、‘ 

嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 ' 

パソコンや携帯電話等で、ひぽう・中傷や嫌なこどをされる。 
」
  

・ 

卑わいなことを言われたり、身体を触られたり、性自りな動画・‘画像を撮影・送信さ
れたりするなど、性的な嫌がらせや性的な行為をされるぐ 

I 

' ’一り．,; 
一 

' 
' 

’ 

,' 

・ 」 

~ 

その他 ' 
' 

' ' ，こ ・ 

' “ 計 5 0 0 0 0 0 

（注1)． 複数選択を可とする。 

（注2) 1件のい・じめであっても、複数の態様に該当する場合には、それぞれの項目に計上すること。 

'（注3） 高等学校の全定併置校や涌信制併設校等は、全日制、定瞳制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入することn  
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(4）特別支援学校 

中学部 

ウ 首長部局等（イを除ぐ）と 連携 

8．いじめの対応状況 

(1）いじめる児童生徒への特別な対応 件F) 

①スクールカウンセ乏一等の相談員が力ウ・ンセリングを行ろた． 

(1）小学校‘ 

'  

(2') 中学校 (3）高等響校 

②校長、教頭が指導した。 2 
③，」室で授業等を行った， ※他3）参照 

④年度途中に学級替えをした。 

⑤懲戒処う予としての退学 ※（注4)参照、 

⑥その他一 ・ ※（注4)参照 
退学一・転学I 

            

            

            

            

            

⑦停学 ※（注5)参照・ン 

         

⑧出席停止 ※（注6)参照 

⑨自宅学習り・自宅瞳慎 

⑩訓告 ※（注7う参照 

  

A 

       

          

          

⑩保護者への報告 

   

り
u
 

      

⑩いじめぢれた児童生徒やそめ保護者に対する謝罪の指導 

警察等の刑事司法機関等との連携 

  

っ
u
 

      

 

児童相隊所等の福祉機関等との連携 

         

            

            

            

⑩関係機関等
との連携‘・‘  ェ 病院等の医療機関等との連携 

オ その他の専門的な関係機関との連携 

カ 地域の人材や団体等との連携 

 

  

I 計 . ’ ・ 12 0 0 0 U U  

（注1）複数選択を可とする。 
（注2）個々のいじめについて、いじめる児童生徒への対応として実際に行ったもので、該当する項目を選択するごと． 
（注 3) ”「③別室そ授業等を行らた‘」ー Eii了云Eめらi徒見量生徒を守る観点がら当該児量生徒とは別あ教室等で一時的に授業等を行った場合に計上する。 

単に事実確認等のために別室で話を聞き、この際に指導した場合は除くこと。 

（注4)  「退学・転学」中の「⑤懲戒処分としての退学」とは、校長が学校教青怯施行規則第26条に定める懲戒処分としての「退学」であることを明示じて行？些鯉熱乏二‘、、r一一L→一．一と一‘”口‘L一一～ーー 
ーノ i苗乏磁発忍編翼」環能誌i詳耀稀穀誘r纂霞滞品駐職1苫罰許議疑雛て笑あ蓮寧了の「‘雑i乞医秀に峯そIま；一中辱厭育季校友ひ学校教育法施行規則第 2β条第 3項の 

併震垂中季秘み云五ぐ耳別支履事優正嘉みg俺池戒死駐こモ立)ii?ij’ラ )1白；学都 j一 Ur呼而瓦区分にっいでぱ圏立、私立めみが想定されている・ 、 ， 

「⑦停学」とは、校長が学校教育法施行規則第26条に定める懲戒処分としての「停学」であることを明示して行ったものをいう． 
「⑧出席停止」とは、学校教育法第35条、第40条又は第49条の 8に基づく措置をいう． 
描鵬了を在＝養長系華長＆離端動範 a6 遊協紙近範UCO)コ I鵬j 龍,ることを明示して行ったものをいう．事実上の懲戒として行われる単なる・「pヒ責」等はこれに含まない。 

高等学校の全定併置校や通信制併股校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入するとと血 
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7
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他
健
 



(2）いじめられた児童生徒ぺの特別な対応 （件） 

(4）特別支援学校 一 

(1）小学校 (2）中学校 '(3）高等学校 

中学部 

①スクールカウンセラー「等の相談員が継続的に力ウンセリングを 
行つた。．・・ 

②別室の提供や常時教職員が付くなどして、心身の安全を確保し
た。.'' 

③緊急避難として欠席させた。 

④学級担任や他の教職員等が家庭訪問を実施した。 

⑤年度途中に学級替えをした。 

⑥当該いじめについて、教育委員会と連携して対応した。 

⑦児童相談所等の関係機関と連携して対応した。 （サボートチー 
ムなども含む。）‘ . 

L
 

1 

1 

2 

' . ,, 

・
 

・
 

．
 

ア .警察等の刑事司法機関等との連携 

⑧関係機関等との連携 

イ．首長部局等て⑦を除く）との連携 

ウ 病院等の医療機関等との連携 

ユ‘ その他の専門的な関係機関との連携 

オ 地域の人材や団体等との連携 

0 0 計 4 0 0 

（注I） 複数選択を可とする。 

（注2） 個々のいじめについて、いじめられた児童生徒への対応として実際に行ったもので、該当する項目を選択すること。 

（注3） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等は、全日制、定時制、通信制それぞれの数値を合計したものを記入すること。 
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区 分 (1'〉小学校 (2）・中学校 (3)高等学校， (4）特別支援学校 

1 

①―1 ’職員会臨等を通じて、いじめの問題について教職員間で共通理解を図った。 

①- 2 いじめの問題に関する校内研修会を実施した。※（注4）参照 

1 ②道徳や学級活動の降間にし‘じめにかかわる問題を取り上げ、指導を行った。ー 

1 ⑥ 学校・警察連絡員の指定を行った。※（注5)参照 

1 
⑦ 学校いじめ防止基本方針をホームページに公表するなど、保護者や地域住民に周知し、理解を得る
よう努めた。 

1 ⑧保護者やP TAなどとともに‘いじめの問題について協議する機会を設けた． 

1 ⑨地域の人材や団体等とともに，いじめの問題について協離する機会を設けた． 

1 ⑩：インターネットを通じて行われるいじめの防止及ぴ効果的な対処のための啓発活動を実施した. 

③ 児童・生徒会活動等を通じで、いじめの問題を考えさせた‘り；児童・生徒同士の人間関係や仲閲作
りを促進したりした。 

④スクールカウンセラー、相談員、義譲教諭を檀極的に活用して教育相談体制の充実を図った. 

⑥ 教育相陳の実施について、学校以外の相談窓ロの周知や広報の徹底を図った，・ 

⑩ いじめの問題に対し、‘警察堰や児童相談所など地域の関係機関と連携僑力を図った． 

⑩一学校いじめ防止基本方針が学校の実情に即し亡機能しているか点検し、必要に応じて見直しを行っ
た． 

豊照いじめ防止対策推進法第22条に基づく、いじめ防止等の対策のための組織を招集した・※（注6) 

計 0 0
 

1 

1 

1 

1 

1 

13 

9、学校におけるいじめの問鷲に対する日常の取組 （校） 

（注1) ‘複数遥択を可とする．ただし、1校において、同じ区分の取組を複数回実施している場合でも、1校と数える. 

（注2） 高等学校の全定併置校や通信制併設校等においては 全月制．定時制 通信制それぞれ1校として別々に計上するどと且 

（注3） いじめを認知した、認知していないにかかわらず、全ての学校において回答すること． 

（注4) 選択肢「①- 2 いじめの問題に関する校内研修会を実施した．」における研修会については、いじめの問厘に特化して実施した掛合も、生徒指導等の研修の中でいじめの問題にも触れて実施した場合も計上するニと・ 

（注5) ．警察との日常的な情報共有・相験体制を構築するため、学校・誓察双方において、連絡窓口となる担当職員について指定した協合に計上すること． 

（注6)二 選択肢「⑩ いじめ防止対策推進注第22条に基づく、いじめ防止等の対策のための粗繊を招集した． 」については、いじめ防止対策推進法第22条において、学校に、いじめの防止隻に関する措置を実効的に行うため中核となる を置くこ

とが畿務付けられていることを踏まえ、いじめの未然防止や早期発見・事案対処、学校いじめ防止基本方針に基づく各種取組等のために、この条文に基づく組奪を招栗した猫台に計上Tタこど・ 

学校10頁 ー ‘ 令和7年度児童生徒の問恒行助・不豊校等生捷指導上の諸課曹に関する餌査一 



1 

~’ 

・

】
 

手」・” 

10，いじめの日常的な実態把握のために、・学校が直接児童生徒に対し行った具体的な方法について （校） 

(1）小学校 (2）中学校 (a)高等学校 
(4）特別支援学校 

中学棉 

（耳ァンケー＝ト由査の実施 

いじめを認知し
た学校 
(A) 

1 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

Iノ」、 

いじぬを認知
した学部 
(A) 

部 

いじめを認知
じていない学 

部 
(B) 

いじめを認知
していない学 

部 
(B) 

" '“・」” ‘山M川 

いじめを肥知
した学部 
(A)". 

4 

いじめを認知 
していない学 

部 
(B) 

いじめを認知し
ていない学校 

(B) 

いじめを認知し
た学校 
(A) 

いじめを罵知し
た学校 
(A) 

いじめを認知し
ていない学校、 

(B) 

いじめを認知
した学部 
(A) 

' 
の 実施頻度 

・※（注 5）参照
ウ 年4回以上 

ア”年1回一 

年‘2-3回 1 ，、 J: 

' 
I・  1  

一
 

．
 

②．調査方法 
ア 記名式 

※（注6)参照 
記名・無記名の選択式 

③ 回答方法 ア 学校で記入‘ 

．・ .※（注7)参照 イ 持ち帰って記入 

(2)個別面談の実施 

(3）・「個入ノート」や「生活ノート」といった 
.．ような教職員と児選生徒との間で日常的に

行われている日記等 

(4）家庭防間 

(5)その他 

イ’無配名式‘ 

二・， ・ 
”二 

1 

1 

1 

1 

(6) 1- 0 0 0 0 0 0 ノ 0 0
 

0 4 0
・
 （注1γ 1輸げ灘野麗饗塩器袈瞥件数」においていじめを認知したと回答した学校（特りリ支援手校におしてI一l 庫1I)j ) J (A）にいじめを認知していないと回答した学校（称別支援学佼においては 

畿) 響議蕊蕊 /L. 票女<..t. t認取組を複数回実施している場合、1校と数える・ 
（注4) ’高緯学校の令宇併滑校や通慣制併設校等においては、．日制 宇時制 通信制それぞれ1校として別々に計上すること皿  

(9)(t7) 据発舞羅曹競II 難ご-CI.Cr 器器器 1-然器慧器器；；幕；．また m名無記名の選択式」とは記名とするか無記名とするかをプンケート 

学校11頁 ， ‘ . 令和7年度児童生徒の問題行助‘不豊校等生徒指導上の諸課題に関する餌査 



11．いじめ防止対策推進法に関して 

(1‘ー）いじめ防止対策推 進法策2 B条第 1 項に規定する「重大事態」にっいて 
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(3) 法第28条第1項に規定する「重大事態」の餌査主体（件） 

い
て
 

※
第

1
  号
重
大

事
態

の
発
生
件
数
 

の うち、法第28 条第1項第1号に規定する「重大事態」にっ ②
 
う

t
 定

す
る
 

※
第

2
  号
重
大

事
態
の

発
生
件

数
 

フ、注第28条第1項第2号に規 
「重大事熊」にっいて 当該学校が調査主体とネった件数 

当咳学校の設置者（当該学校以外）’が順
査主体となった科撒 

廟査主体を検討申の件数 

ア 重大な被害の態様 イ 調査状況 ア 国査状況 素"1 
に規定十る「重
大事譜」の発生
件数 

蕩281 
うち、法第28 
条第1項第2
に規定する「重
大事態丁の発生 

｛牛数 

号 
’うち、法第28 
条第ュ項第ュ号
に規定する「重
大事旭」の発生 
件数’ ・ 

う’ち、法第28 
条第ュ項第2
に規定する「重
大事態」の発生
件数 

号 '
S
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〔ア）．査済みの件数 

Z
 

調
査
中

の
件
数
  

（ア〕調査済みの件数 - 1
 

調
査
中

の
件
数
 

胴査の結果 餌査の結果 ”
鷺鷺
嘗
 

うち、 
餌査を
行うた
めの組， 
織が第
三者の
みで構
成され
ている
件数 

うち、 
蘭査を
行うた
めの組
織が第
三者の 
，みで構
成され
ている
件数 

”
鷺
繋
襲
磁
 

いじめ
が確認
された
もの 

搬
灘
,
o
)
 

 

し、じめ
が確認
された
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いじめ
が確認
された
かった
もの 
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 （注1〕 本項目は、注第ニ 
当咳項目、こは、4 
土た，特別支紐月 

!B条第1り 

濃鴛離 ’ レ‘」 に‘m‘り にlI'l 

（に粘いて、学校の般置者又はその設置ナる学校は、1 
引誹事トk 算讐妻讐黙鷲共無登さ貝 

'"“ー、「“‘二り り ’工ノv ・I'I二’」 ‘二 

‘大事雄に
への報せ 

I・み生し六 

二対女ける 
iを行った 
:‘と淡畿 

ために国主を行うものと十i 
.） 「重大事線」の状況にっ
は〕~にっいて壮 卓話ニ 

るE夏定‘ 
、て記入」 
とにそれそ 

rること（令和 7 
汁I. 1 使として計上すらこと 

‘れているため、当臓国棄の戴秋捉を把農ナi 
年度間で発生した「重大事線 

I;1えぱ ,ト・I」1' 1;1s 魂離灘誌認誓螺鱗魂慧難窯錦認蝶模器、i嫉 
」．ノI‘宇川lIl」．q『宇詞lll」と左る‘ 

（注2) ‘注第28条第I項第ュ号に規定すろ「重大事雄」は「いじめにより当破学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると昭めるとき」、同項第 2 号に規定ナる「皿大事態」は「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席す
ることを余健なくされている疑いがあると認めるとき」である． 
いじめ「により」とあること、また「疑いがあると認めるとき」とあることから、 「いじめ」と「当臨学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた」ニと又は「当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余催なくされている」ニとと
の間に因果関係が存在する可能性がおれば，重大事態が発生したもPと扱うこと． 

昨3）ー曳じ，防止等のための基木的な方世」 （平成25年10月ユ 1日文都科学大臣決定，平成29年3月14日改定〕で示されているように、児童生徒や保護者からいじめにより重大事価に至ったという申立てがあったものにっいそも、重大事想の発生件数とすること． 
（圧‘ } ！瓦大り散署の意係」・については、最も重大と考えられるものをーつ還択して回答する． 
（準51 「．聾抹捉」 について、令和 7年度中に見生した「重大事歯」のうち、国査主体が決定する前に令和a年皮になったものは、 「■査中の件散」とすろニと． 
（圧63 ユ杵ニの I亘大事意」か、岳弟28条第1項第1号及び同第2号の両方に隊当する掛合は，それぞれの項目に1己入するとと． 

(ぎ7) F(s) 注第28条鯛1項に規定十る「重大事態」の国査主俸」について，令和 7年度中に発生した「重大事態」のうち、餌査主体が決定する前に令和；‘年崖にたったものは、 1(3] 法第 2日条第1項に規定する「重大事態」の餌査主体」は、 「重大事態の発生件数のう 
ら、醐雲王1平を横討甲の1牛皿」とすること． 

（注8）・ 「頭査を行うための組織が第三者のみで柵成されている件数」 の．「第三岩」 とは、当臨いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない者をいう．したがって、この仲数には、学校や数育委員会等の職員が構成員となっているものは含まれない． 

学校12頁 令和1年度児宣生伽〕局且行肋．不畳校等生捷措界上の輔民巨に関する■垂 



(.1')‘いじめ防止対策推進法箪28条第1項に規定する「重大事態」について 調査票上、 「いじめ防’止対策推進法」を「法」と記載する。 
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いじめ．として認知していた いじめとして認知していなかった ． 

っいて鵬丑（丹m 
地方公共団体の長等において調査の結果に 

査J を行っ719L 

． 」 .． 」  5  
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組
 
・
解
中
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消
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いじめは解消した 
と判断していた 

いじめに該当し得・るトラブル等の
情報があった 

いじめに映当し得るトラブル等の
情報がなかった 
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8条第1項第 
2号に規定す
る「重大事

態」の発生件 
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うち 法第2 
8 条第1項第 
1号に規定す 

~歪「寧本膏 
~ 眼」の1干叙 

うち、法第2 
包条第1項第 
2号に規定す
る「重大事 
態」の件数 

うち、法第2
8 条第1項第 
1号に規定す
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櫨」の件数 
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（注 9). 雑驚驚駁Lt 
は、 「いじめとして認知していなュ 

( 
町のいじめの対I 
可答する． 「重ブ 
いった」に計上, 

「状況」は、 「 

rること． 
k事熊」買査を実縄すろことを決めた時点や「重大事想」馴査を聞始した時点でいじめとして認知していた柵合も．重大な被害が生じた疑いがあると把皿ずる以肌にいじめとレて毘知し下いな刃っlF 

2) 法第28条第1項に規定する「重大事雄」の発生件致」に計上した「重大事加」にっいて、重大な被害が生じた疑いがあると把寧士る以前瞬、学校がいじめ主レ下胆知レ下い亭琴2 
’官’' 

な船，いじめとして認知Lた年崖が、 「重大事態」肩査を実施した年度とは異たろ堤合であっても、重大な被害が生じた疑いがあろと把援する以前にいじめとして認知していた揚合には Iいじめとして叫知してい7とiiF計上丁ること・ 

（注5q) [(5) 法第28条第ュ項に規定すろ「重大事態」のうち、同法第30条第2項及び同法第31条第 2項に規定する田査の結果について餌査（再国査）を行った件数」については、 「令和 7 年度に再調査しだもの」を計上ナる，なお、令和 7年度末において 
調査中のものも含める． （再肩棄の性格上、重大事態として計上された年度にかかわらず，再国査が行われた年度で計上する．) 

学校13頁 令粗7年度児童生佳の●電行助・不畳校等生佳携堺上の“繰麟に関する■査 




